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令和 2年 12月 23日 

日本原子力研究開発機構 

高速増殖原型炉もんじゅ 

 

訓練事前面談時の確認事項整理表 

１：マスキング箇所（シナリオに係る記載、個人情報等） 

 

全般  

・中期計画上の今年度訓練の位置づけ 中期計画参照 

・今年度の訓練目的、達成目標、主な検証項目、実施・評価体制、訓練

の項目・内容 

訓練計画書参照 

・評価基準 評価チェックリスト、課題チェックリスト参照 

・訓練シナリオ 訓練シナリオ資料参照 

・その他 

―ERSSの使用 

 

ERSS訓練モード用データを伝送して訓練を実施する。 

―COP様式 訓練シナリオ資料参照 

―即応 C、緊対所レイアウト図 現地対策本部、機構対策本部（敦賀）レイアウト図参照 

―ERC対応ブース配席図、役割分担 機構対策本部（敦賀）レイアウト図参照 

―ERC書架内の資料整備状況 もんじゅ防災業務計画別表 2-4-14参照 

 

指標 1 情報共有のための情報フロー 

・情報フロー 別途、情報フローにて説明 

（前回訓練での情報共有における課題に対する改善策を反映し修正済み） 
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指標 2 ＥＲＣプラント班との情報共有 

・ＥＲＣ対応ブース発話者の育成・多重化の考え方 ・育成：マニュアルの教育及び要素訓練を実施 

・多重化：実証本部においては、即応センターとして本格運用に向けて、多重化

の前に先ずはベストプラクティスの構築を目指す。 

 

指標 3 情報共有のためのツール等の活用 

３－１プラント情報表示システムの使用（ＥＲＳＳ等を使用した訓練の実施） 

・使用するプラント情報表示システムの説明（実発災時とシステムの差

異も説明） 

ERSS訓練モード用データの伝送を行う（実発災時とシステムの差異はない） 

３－２リエゾンの活動 

・事業者が定めるリエゾンの役割 ・即応センターからの情報提供の補足説明 

・資料のコピー及び配布 

・即応センターの認識のずれ、説明内容が的を射ていない場合の助言 

・ERCからの質問対応 

３－３ＣＯＰの活用 

・ＣＯＰの作成・更新のタイミング、頻度 別途、事象進展対策シート、発生事象状況確認シートにて説明 

３－４ＥＲＣ備付け資料の活用 

・ERC備付資料の更新状況 ・「災害対策資料」を訓練までに修正を実施し、再配備する。 

 

指標４ 確実な通報・連絡の実施 

（①通報文の正確性） 

・通報 FAX送信前の通報文チェック体制、通報文に誤記等があった際の

対応 

・発出した EALが非該当となった場合の対応 

・通報に使用する通信機器の代替手段 

・通報 FAX送信前の通報文チェック体制： 

対外対応班長作成後、副原子力防災管理者を中心として現地対策本部内で内容、

誤植、記載漏れの有無を確認する。 

・通報文に誤記等があった際の対応： 

誤記等の状況を下線等で示し、修正版の FAXを送信、説明する。 
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・発出した EALが非該当となった場合の対応： 

機構対策本部副本部長が ERC TV会議上で EALを解消した旨発信するとともに続

報により連絡する。 

・通報に使用する通信機器の代替手段： 

所内代替 FAX又は衛星 FAXを使用する。拠点にて通信不能の場合は、もんじゅか

ら電子データを提供し機構対策本部（敦賀）又は支援本部（東海）にて対応する。 

（②EAL判断根拠の説明） 

・EALの判断根拠の説明方法 ・「発生事象状況確認シート」を活用して EALの判断根拠を説明する。 

（③10条確認会議等の対応） 

・10条確認会議、15条認定会議の事業者側対応予定者の職位・氏名 ・機構対策本部（敦賀）副本部長： 

（④25条報告） 

・25 条報告の発出タイミングの考え方 

・訓練事務局側が想定する、今回訓練シナリ上の 25 条報告のタイミン

グ、報告内容（発生事象と対応の概要、プラント状況、放出見通し/状況、

モニタ・気象情報など）、回数（訓練シナリオ中にも記載） 

・考え方：事象対応やプラント状況について、情報が整理された段階 

・タイミング： 

 

・報告内容： 

 

・回数： 

 

指標５ 中期計画の見直し 

・見直し状況、見直し内容、R1年度訓練実施計画位置づけ 

・見直し後の中期計画 

 

別途、各資料にて説明 

機構対策本部（敦賀）中期計画：2020.12.18改訂 

もんじゅ中期計画：2020.11.16改訂 

・前回訓練の訓練報告書提出以降から次年度訓練までの対応実績・スケ

ジュール（作業フローなど） 

・令和元年度訓練実施後の面談時に説明した PDCA 計画を再度確認 

別途、継続的改善スケジュールにて説明 
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指標６ 前回訓練の訓練結果を踏まえた訓練実施計画等の策定 

・訓練実施計画が、前回訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する

改善策が有効に機能するものであるか検証できる計画（訓練実施項目、

訓練シナリオ等）となっていること、評価項目、評価基準が設定されて

いること 

・訓練時における当該改善策の有効性を評価・確認の方法（例えば、訓

練評価者が使用する評価チェックリスト（改善策の有効性を検証するた

めの評価項目、評価基準などが明確になっているもの）が作成されてい

ること） 

別途、訓練計画書、評価チェックリスト、課題チェックリスト参照 

・課題の検証につき、社内自主訓練・要素訓練、他事業所の訓練で対応

している場合は、その検証結果 

以下の改善策について、総合防災訓練までに周知及び教育し、必要な場合は訓練

を実施する。 

・通報様式のサンプル（記載例）及びチェックシートの見直し 

・「発生事象状況確認シート」及び「事象進展対策シート」の見直し 

・令和元年度の訓練で課題検証を行わない場合にあっては、その理由と

検証時期の説明、中期計画等への反映状況の説明。また、令和元年度の

訓練で課題検証を行わずとも緊急時対応に直ちに問題は無いこと 

今年度訓練にて、昨年度訓練課題は全て検証する。 

 

指標７ シナリオ非提示型訓練の実施状況 

・開示する範囲、程度（一部開示の場合、誰に／何を開示するのか具体

的に記載）及びその設定理由 

プレイヤーに対してシナリオ非提示型訓練 

現場対応要員の一部をコントローラとして設定 

 

指標８ シナリオの多様化・難度 

・訓練シナリオのアピールポイント  
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・シナリオ多様化に関し、付与する場面設定 

発災を想定する施設数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発生事象の深刻

度、発災原因（自然災害、機器故障など）、プラント状態、場面設定（時

間、場所、気象、防災要員の体制、資機材の状態、計器の故障、人為的

なミス、オフサイトセンターを想定した要員派遣と支援要請等への対応

などプラント以外の状態）、これら要因の複数組み合わせ、シナリオ上の

判断分岐となるポイントやマルファンクションの数、マルチエンディン

グ方式の採用など 

・訓練プレイヤーへ難度の高い課題をどのように与えているか 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標９ 広報活動 

・評価要素①～④それぞれについて、対応、参加等の予定 ①ERC広報班と連携したプレス対応：実施 

②記者等の社外プレイヤーの参加  ：実施せず 

③模擬記者会見の実施            ：プレス文の作成。模擬プレスを実施予定 

④情報発信ツールを使った外部への情報発信：模擬 HPの掲載を実施 

 

指標 10 後方支援活動 

・評価要素①～③それぞれについて、具体的活動予定（特に、実動で実 ①事業者間の支援活動  
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施する範囲） 

・一部を要素訓練で実動し、残りを総合訓練で実動するなど、複数の訓

練を組み合わせて一連の後方支援活動の訓練を実施する場合は、その内

容 

：別途、要素訓練にて他拠点からの資機材の受入を含めた支援活動を実施予定 

②原子力事業所災害対策支援拠点との連動：敦賀市の原子力機構ひばり体育館で

の支援拠点設置を指示（実働はなし、別途要素訓練で確認する。） 

③原子力緊急事態支援組織との連動：楢葉遠隔技術開発センターへ遠隔資機材要

請（実働はなし、実働は別途要素訓練で確認する。） 

 

指標 11 訓練への視察など 

・他原子力事業所への視察実績、視察計画 ・防災 NWを介した ERC対応の視聴を予定 

・自社訓練の視察受け入れ計画（即応 C、緊対所それぞれの視察受入れ

可能人数、募集締め切り日） 

・防災 NWを介した ERC対応の視聴受け入れ。 

・ピアレビュー等の受入れ計画（受入れ者の属性、レビュー内容等） ・防災関連のコンサルティング会社から有識者を受入れ、訓練での課題抽出を行

う。 

 

指標 12 訓練結果の自己評価・分析 

・問題点から課題の抽出 

・原因分析 

・原因分析結果を踏まえた対策 

・モニタを配置し課題抽出を行う。 

・訓練報告書の中で抽出された課題について原因分析を行い対策の検討を行う。 

指標 13、14 訓練参加率 

・拠点参加予定人数（うち、コントローラ人数） 

・即応センター参加予定人数（うち、コントローラ人数） 

・リエゾン予定人数 

・評価者予定人数 

（機構対策本部（敦賀））即応Ｃの機構対策本部（敦賀）構成員の参加率とする 

（拠点）現地対策本部構成員の参加率とする 

訓練参加率＝当日の参加者／当日の対象要員の出勤者 

・もんじゅ（職員 約 100名 、 コントローラ 10名程度予定） 

・敦賀実証本部(福井事務所含む) （約 35名、コントローラ 2名予定） 

・機構本部 人数未定 

・リエゾン 3名予定 

・評価者  6名予定 
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備考：現場実動訓練の実施 

・現場実動訓練の実施内容 

・事故シナリオに基づき実施する緊急対策室の活動との連携に係る説明 

・実施状況：総合訓練で実施 

・テーマ ： 

 

・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与： 

 

・連携状況：現場、緊急対策室、即応センター 

・他事業者評価：なし 

 

■新型コロナウィルス感染症対策について 

・現地対策本部 

マスク着用、衝立等の設置を行った状態において、情報共有、通報連絡の確認等ができること。 

参考資料「9.1 もんじゅ総合防災訓練における新型コロナ感染症対策（もんじゅ内）」参照 

・機構対策本部（敦賀） 

体制縮小、マスク着用、衝立等の設置を行った状態において、情報共有、通報連絡の確認等ができること。 

 



次期(令和４年度～令和６年度)中
期計画の方針及び実施の概要令和元年度

高速増殖原型炉もんじゅ　原子力防災訓練中期計画（令和元年度～令和３年度）
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
敦賀廃止措置実証部門　高速増殖原型炉もんじゅ
　安全・品質保証部 施設保安課

今中期計画の目的
もんじゅにおいて、原子力災害が発生した時に原子力防災組織が有効に機能することを確認する。今中期計画では、関係箇所への確実な情報提供・情報共有、現地対策本部の通信設備等が
使用できない状態での通報連絡及び複数の施設でEAL事象の発生時における対応について、段階的に目標設定を高め、関係箇所への正確な情報提供、対応体制の強化を図ることを目的とす
る。

令和２年度 令和３年度
・継続確認。
（前年度の課題がある場合は、改善策が
有効に機能していること。）

訓
練
目
標
④

前中期計画の課題
今中期計画期間中の訓練目標

（目指すべき姿）
年　　次　　計　　画

1.機構内外への確実な情報提
供・情報共有
　機構対策本部（敦賀）との情
報提供に係る「事象進展対策
シート」、「発生事象状況確認
シート」等の視覚情報の活用及
びブリーフィングの実施につい
て、運用が確立できていない。
　⇒訓練目標①及び②にて達成
度を検証する。

2.緊急時体制が整わない状況で
の緊急時対応
　訓練中に通信困難な状況が発
生するシナリオを想定した、代
替手段の活用による情報収集・
発信について、検証が出来てい
ない。
　⇒訓練目標③にて達成度を検
証する。

訓
練
目
標
①

「事象進展対策シート」、「発生
事象状況確認シート」等の視覚情
報を用い機構対策本部（敦賀）に
対して正確な情報提供ができる。
【機構大中期計画を踏まえた目標
設定】

・「事象進展対策シート」、「発生事象
状況確認シート」等の視覚情報を用い機
構対策本部（敦賀）に対して正確な情報
提供ができること。
※本件は令和元年度中の達成を目指す。

・前年度訓練において、改善点①が確認
されている。
　改善点に関して対策を行い、「事象進
展対策シート」、「発生事象状況確認
シート」等の視覚情報を用いて機構対策
本部（敦賀）へ正確で分かりやすい情報
提供ができること（改善策が有効に機能
していること。）。

※本件は令和2年度中の達成を目指す。

・事象発生から一定時間まで2名の班長が
不在の場合においても、災害活動の初動
対応、初動の情報共有ができること。

１．方　針
  機構大中期計画は、機構大の「原
子力防災中期計画の作成方針」に基
づき作成する。原子力防災組織が原
子力災害発生時に有効に機能するこ
とを確認する。防災訓練を通じて課
題・問題点を明らかにしPDCAを回し
ながら継続的な改善を図り、防災体
制の強化、対応能力の向上を目指
す。

２．訓練目的
　難度を高めた訓練想定を設定し、
現地対策本部、中央制御室（現場）
及び機構対策本部（敦賀）における
応急措置対策の対応力、防災要員等
のスキルアップを目的とする。

３．訓練目標
・機構対策本部（敦賀）への円滑な
情報提供体制の構築
・現地対策本部と中央制御室（現
場）との円滑な情報提供体制の構築
・原子力事業所災害対策支援拠点、
原子力緊急事態支援組織等との協力
体制の構築

４．訓練想定
　複数の特定事象発生に加えて他の
トラブル事象を想定し、訓練の難度
を上げるとともに訓練の難度を上げ
るシナリオの多様化を行う。

５．訓練項目
　令和３年度までの訓練項目及び訓
練目標を踏まえた訓練項目を計画す
る。

訓
練
目
標
②

ブリーフィングを事象進展に応じ
て適宜実施し、発生事象の対応状
況及び今後の対策について、全体
を俯瞰した情報提供ができる。
【機構大中期計画を踏まえた目標
設定】

・現地対策本部においてブリーフィング
を実施し、発生事象の対応状況及び今後
の対策について具体的な説明を簡潔に機
構対策本部（敦賀）に対して正確に伝え
ることで、全体を俯瞰した情報提供がで
きること。
※本件は令和元年度中の達成を目指す。

・前年度訓練において、改善点①が確認
されている。
　改善点に関して対策を行い、現地対策
本部において適時ブリーフィングを実施
し、発生事象に係る対応状況及び今後の
事象進展・対策等について、具体的かつ
簡潔に短時間で機構内への情報共有がで
きること（改善策が有効に機能している
こと。）。

※本件は令和2年度中の達成を目指す。

・継続確認。
（前年度の課題がある場合は、改善策が
有効に機能していること。）

訓
練
目
標
③

機構内外への通信設備（一斉同報
FAX、衛星FAX)が一時的に使用不
能となった場合においても、代替
手段を活用し、機構対策本部（敦
賀）等や外部関係機関と情報共有
ができる。
【機構大中期計画を踏まえた目標
設定】

・機構ＴＶ会議システムや外部通信手段
が使用不能となった場合においても、代
替手段を活用し機構対策本部（敦賀）や
外部関係機関との情報共有ができるこ
と。令和元年度は、全交流電源喪失時に
おける機構TV会議システムの停止を想定
する。

複数のＥＡＬ事象が発生した際
も、現地対策本部で情報を整理
し、機構対策本部（敦賀）に対し
て正確な情報提供ができる。
【機構大中期計画を踏まえた目標
設定】

・複数のＥＡＬ事象に加え、原子力施設
内で他のトラブル事象発生も想定し、現
地対策本部で情報を整理し、機構対策本
部（敦賀）に対して、正確な情報提供が
できること。

訓
練
目
標
⑤

通常の状態より対応要員が少ない
状況（班長、本部長が不在の状
況）で災害活動の初動対応、初動
の情報共有ができること。
【機構大中期計画を踏まえた目標
設定】

令和元年度の課題はなかった。引き続き、複数のＥＡＬ事象に加え、原子力施設

内で他のトラブル事象も発生する状況においても、現地対策本部で情報を整理し、

機構対策本部（敦賀）に対して、正確な情報提供ができることを確認していく。

シナリオ非提示のためマスキング

シナリオ非提示のためマスキング



前年度(令和元年度)訓練の課題

訓練想定

自然災害を起因とするEAL事象が発
生し、全面緊急事態に至る原子力
災害を想定した総合訓練を行う。
また、訓練中にTV会議システムや
外部通信手段が使用できなくなる
ことを想定する。
なお、EAL見直し以降、過去の防災
訓練で想定していない事象を優先
して想定する。

自然災害を起因とするEAL事象が発
生し、全面緊急事態に至る原子力
災害を想定した総合訓練を行う。
また、訓練中にTV会議システムや
外部通信手段が使用できなくなる
ことを想定する。
なお、EAL見直し以降、過去の防災
訓練で想定していない事象を優先
して想定する。

自然災害を起因とするEAL事象が発
生し、全面緊急事態に至る原子力
災害を想定した総合訓練を行う。
また、訓練中にTV会議システムや
外部通信手段が使用できなくなる
ことを想定する。
なお、EAL見直し以降、過去の防災
訓練で想定していない事象を優先
して想定する。

<改善点①>
ＥＲＣ対応ブースは、次の問題
からＥＲＣに対して速やかに現
地の情報を提供できなかった。

①現地対策本部は、「事象進展
対策シート」の作成に時間がか
かったこと。また、「事象進展
対策シート」の各対策に関連す
る災害対策資料（補足説明図
面）を探すのに時間がかかった
ことから、ＥＲＣ対応ブースへ
の情報提供が遅くなった。
②現地対策本部が作成した「事
象進展対策シート」は、対策間
の繋がりなどを理解するために
情報が不足していたため、ブ
リーフィング開始までに「事象
進展対策シート」を書画で映し
て共有し、機構対策本部（敦
賀）やＥＲＣ対応ブースが「事
象進展対策シート」の内容を理
解してからブリーフィングを開
始するべきであったが理解させ
ることができず、ブリーフィン
グがうまく伝わらなかった、ま
た、現地対策本部のホットライ
ン担当者への質問が多くなり、
ＥＲＣ対応ブースからの質問を
迅速に回答できなくなった。
　⇒訓練目標①、②の中で達成
度を検証する。

<改善点②>
現地対策本部は、関係機関へ
「警戒事態該当事象発生後の経
過連絡様式」、「応急措置の概
要連絡様式（原子炉施設）」を
ＦＡＸ送付する場合は、補足説
明図面を添付するルールとして
いたが、ルール通り補足説明図
面を添付できなかった。
　⇒訓練項目1.②の中で達成度
を検証する。

訓練項目

〇もんじゅ総合防災訓練
1.もんじゅ現地対策本部における
訓練
①要員参集
②通報訓練
③緊急時環境モニタリング
④もんじゅ施設内退避者誘導
⑤原子力災害医療
⑥全交流電源喪失対応
⑦ｱｸｼﾃﾞﾝﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ対応

2.機構対策本部（敦賀）における
訓練
機構対策本部(敦賀)の中期計画参
照

3.支援本部（東海）
①敦賀地区以外の拠点との支援調
整、広報対応

〇個別訓練
①要員参集訓練（夜間・休日）
②重度の汚染を想定した総合訓練
③遠隔操作資機材受入訓練

〇もんじゅ総合防災訓練
1.もんじゅ現地対策本部における
訓練
①要員参集
②通報訓練
③緊急時環境モニタリング
④もんじゅ施設内退避者誘導
⑤原子力災害医療
⑥全交流電源喪失対応
⑦ｱｸｼﾃﾞﾝﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ対応

2.機構対策本部（敦賀）における
訓練
機構対策本部(敦賀)の中期計画参
照

3.支援本部（東海）
①敦賀地区以外の拠点との支援調
整、広報対応

〇個別訓練
①要員参集訓練（夜間・休日）
②重度の汚染を想定した総合訓練
③遠隔操作資機材受入訓練

〇もんじゅ総合防災訓練
1.もんじゅ現地対策本部における
訓練
①要員参集
②通報訓練
③緊急時環境モニタリング
④もんじゅ施設内退避者誘導
⑤原子力災害医療
⑥全交流電源喪失対応
⑦ｱｸｼﾃﾞﾝﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ対応

2.機構対策本部（敦賀）における
訓練
機構対策本部(敦賀)の中期計画参
照

3.支援本部（東海）
①敦賀地区以外の拠点との支援調
整、広報対応

〇個別訓練
①要員参集訓練（夜間・休日）
②重度の汚染を想定した総合訓練
③遠隔操作資機材受入訓練

－

2020年1月6日

新規制定

－

改訂履歴

番
号

改 訂年 月 日

改 定 内 容

改 定 理 由

1

2020年7月17日

所見・考察を記載

－

2

2020年11月16日

令和2年度の訓練に向けた見直し

－



<改善点①>
ＥＲＣ対応ブースは、次の問題
からＥＲＣに対して速やかに現
地の情報を提供できなかった。

①現地対策本部は、「事象進展
対策シート」の作成に時間がか
かったこと。また、「事象進展
対策シート」の各対策に関連す
る災害対策資料（補足説明図
面）を探すのに時間がかかった
ことから、ＥＲＣ対応ブースへ
の情報提供が遅くなった。
②現地対策本部が作成した「事
象進展対策シート」は、対策間
の繋がりなどを理解するために
情報が不足していたため、ブ
リーフィング開始までに「事象
進展対策シート」を書画で映し
て共有し、機構対策本部（敦
賀）やＥＲＣ対応ブースが「事
象進展対策シート」の内容を理
解してからブリーフィングを開
始するべきであったが理解させ
ることができず、ブリーフィン
グがうまく伝わらなかった、ま
た、現地対策本部のホットライ
ン担当者への質問が多くなり、
ＥＲＣ対応ブースからの質問を
迅速に回答できなくなった。
　⇒訓練目標①、②の中で達成
度を検証する。

<改善点②>
現地対策本部は、関係機関へ
「警戒事態該当事象発生後の経
過連絡様式」、「応急措置の概
要連絡様式（原子炉施設）」を
ＦＡＸ送付する場合は、補足説
明図面を添付するルールとして
いたが、ルール通り補足説明図
面を添付できなかった。
　⇒訓練項目1.②の中で達成度
を検証する。

初見・考察

　令和元年度は、中期計画（３か
年計画）の初年度として訓練を実
施した。
　訓練全体に設定した訓練目標①
から⑤については、訓練モニタ及
び外部機関の有識者による評価結
果から、一部課題は抽出されたも
のの概ね達成できたと評価する。
　具体的には、今回、初の取組み
として、２名の班長不在や通信設
備の代替機の故障といった条件を
設定した場合においても、代理者
による災害活動ができることや敦
賀廃止措置実証本部と連携して外
部関係機関との情報共有ができる
ことを確認した。
　一方、現地対策本部からＥＲＣ
対応ブースへの情報提供の遅れや
現地対策本部が作成した「事象進
展対策シート」の情報不足によ
り、ＥＲＣ対応ブースからＥＲＣ
へ速やかに現地の情報を提供でき
なかった等、複数の課題が抽出さ
れた。
　本訓練で抽出された課題につい
ては、対策を図った上で次回の防
災訓練で対策の有効性を検証して
いく。
　今後、本中期計画に基づき、機
構内外への確実な情報共有手法を
確立していくとともに、訓練の難
度を段階的に上げ、更なる緊急時
対応能力の向上を目指していく。

※令和元年度に実施した訓練の詳
細については、「防災訓練実施結
果報告書」を参照

令和２年度訓練結果を踏まえて記
載する。

令和３年度訓練結果を踏まえて記
載する。



敦賀対策本部　原子力防災訓練中期計画（令和元年度～令和３年度）
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

廃止措置実証部門 廃止措置実証本部
安全・品質保証室 施設保安統括Gr.

今中期計画の目的
機構内外への確実な情報提供・情報共有、緊急時対応体制が整わない状況での緊急時対応、敦賀廃止措置実証本部（以下「敦賀実証本部」という。）の原子力施設事態即応センターのうち
ＥＲＣ対応の設置を見越した体制の機能性の確認、複数のEAL 事象の発生時における対応、段階的な目標設定を行い達成度を検証していく。

訓
練
目
標
⑤

敦賀実証本部において原子力施設
事態即応センターを運営するた
め、敦賀地区の人員のみで、確実
な対応が図れる体制を構築し、機
能の強化、向上を図る。
【機構大中期計画を踏まえた目標
設定】

・敦賀実証本部に、機構対策本部（敦
賀）を設置し、敦賀地区の人員のみで原
子力施設事態即応センターを運営し、現
地対策本部からの情報整理及び原子力規
制庁ERCに対する情報提供など、課題を抽
出できること。

・敦賀廃止措置実証本部に、原子力施設
事態即応センターの一部の機能を設置
し、敦賀地区の人員のみで運営し、現地
対策本部からの情報整理及び原子力規制
庁ＥＲＣに対する情報提供ができるこ
と。

次期(令和４～令和６年度)中期計画
の方針及び実施の概要令和元年度 令和３年度

訓
練
目
標
④

前中期計画の課題
今中期計画期間中の訓練目標

（目指すべき姿）
年　　次　　計　　画

訓
練
目
標
③

機構内外の通信設備が一時的に使
用不能となった場合においても、
代替手段を活用し、現地対策本部
(ふげん、もんじゅ)や外部関係機
関と情報共有が実施できる。
【機構大中期計画を踏まえた目標
設定】

・機構ＴＶ会議システムや外部通信手段
が使用不能となった場合においても、代
替手段を活用し現地対策本部(ふげん、も
んじゅ)や外部関係機関との情報共有が実
施できること。

令和２年度

訓
練
目
標
②

ブリーフィングの内容をＥＲＣに
対して正確に伝え、全体を俯瞰し
た情報提供ができる。
【機構大中期計画を踏まえた目標
設定】

・現地対策本部からの情報に基づき、ブ
リーフィングの内容をＥＲＣに対して正
確に伝えることで、全体を俯瞰した情報
提供ができること。
※本件は令和元年度中の達成を目指す。

訓
練
目
標
①

複数のＥＡＬ事象が発生した際
も、現地対策本部からの情報を基
に情報整理を行い、ＥＲＣに対し
て正確な情報提供ができる。
【機構大中期計画を踏まえた目標
設定】

・複数のＥＡＬ事象に加え、原子力施設
内で他のトラブル事象発生も想定し、現
地対策本部からの情報に基づき、ＥＲＣ
に対して、正確な情報提供ができるこ
と。

１．方　針
  機構大中期計画に基づき、原子力
防災組織が原子力災害発生時に有効
に機能することを確認する。対外要
求・要請事項に対応するとともに、
訓練を通じてPDCAを回しながら更な
る改善（充実化）を実施する。

２．訓練目的
　緊急対策所及び即応センターにお
ける応急措置対策の対応力、防災要
員等のスキルアップの向上を図るこ
ととし、以下を重点目的とする。
・広域に影響する自然災害を想定し
た際でも、現地対策本部からの情報
に基づき、ＥＲＣにおける地域住民
の行動の指標となる情報発信に資す
ることできることを確認する。

３．訓練目標
(1)ＥＲＣへの円滑な情報提供体制の
構築
(2)現地対策本部との円滑な情報提供
体制の構築
(3)原子力事業所災害対策支援拠点、
原子力緊急事態支援組織等と協力体
制がとれること

４．訓練想定
　広域に影響する自然災害を想定し
た訓練、緊急時対策所等の主要設備
が使用できない場合の訓練を行う。

５．訓練項目
　訓練項目及び訓練目標を踏まえた
訓練項目を計画する。

・継続確認。
（前年度の課題がある場合は、改善策が
有効に機能していること。）

「事象進展対策シート」、「発生
事象状況確認シート」等の視覚情
報を用いＥＲＣに対して正確な情
報提供ができる。
【機構大中期計画を踏まえた目標
設定】

・現地対策本部からの情報に基づき、
「事象進展対策シート」、「発生事象状
況確認シート」等の視覚情報を用いＥＲ
Ｃに対して正確な情報提供ができるこ
と。
※本件は令和元年度中の達成を目指す。

・前年度訓練において、改善点①が確認
されている。改善点に関して対策を行
い、「事象進展対策シート」、「発生事
象状況確認シート」等の視覚情報を用い
て現地対策本部と情報共有ができ、ERCに
対して正確な情報提供ができること。
※本件は令和２年度中の達成を目指す。

令和元年度の課題はなかった。引き続きＥＲＣに

対して発生事象の対応策について情報共有できる

ことを確認していく。

令和元年度の課題はなかった。引き続きＥＲＣに

対して現地対策本部からの情報を正確に情報提供

できることを確認していく。

シナリオ非提示のためマスキング

シナリオ非提示のためマスキング

シナリオ非提示のためマスキング



改　定　履　歴前年度(令和元年)訓練の課題 訓練想定及び訓練項目の方針 令和元年度 令和２年度 令和３年度

(機構対策本部(敦賀)(機構内共
通課題含む)）
<改善点①>
「事象進展対策シート」に記載
された作業の進捗状況、対策の
実施理由及び実施時間等の説明
が不十分であったため、ＥＲＣ
に対して応急措置の内容が伝わ
らなかった。
⇒訓練項目(1)(2)の中で達成度
を検証する。

<改善点②>
即応センターのＥＲＣ対応者
（発話者）がＥＲＣに対して、
書画装置に映した資料が備え付
け資料（「災害対策資料」）で
あること(ページ番号含む。）
に言及しなかったため、備え付
け資料を用いて説明しているこ
とが伝わらなかった。
⇒訓練項目(2)の中で達成度を
検証する。

<改善点③>
即応センターのＥＲＣ対応者
（発話者）がＥＲＣに対して説
明した資料について、リエゾン
からＥＲＣ内へ配布することが
できなかった。
⇒訓練項目(2)の中で達成度を
検証する。

<改善点④>
「発話が重なる」「時間の発話
がない」「復唱がされない」な
ど、機構のＴＶ会議システムに
おいて発話の統制がとれていな
い。
⇒訓練項目(1)の中で達成度を
検証する。

<改善点⑤>
ＥＲＣ対応ブース内で事象の進
展やその対策について最新情報
を共有するため、自主的な改善
としてホワイトボードを導入し
たが、十分な情報共有が図れな
かった。
⇒訓練項目(1)の中で達成度を
検証する。

<改善点⑥>
ＥＲＣとのプラント情報共有に
おいて、本年度から導入したＥ
ＲＳＳを活用できなかった。
⇒訓練項目(2)の中で達成度を
検証する。

訓練想定

番
号

改 定 年 月 日

　対象拠点(ふげん、もんじゅ)の想定
に基づき訓練を実施する。

　対象拠点(ふげん、もんじゅ)において、事態進展により全面緊急事態に至る原子力災害を想定した総合訓練を行う。
改 定 内 容

（改 定 理 由）

訓練項目

-

3

2020年9月29日

訓練体制の変更に伴う年次計画の

変更

令和元/8/27

新規制定

-

1

令和元/9/20

実施方針・訓練項目の具体化

前年度訓練反省事項の反映

2

令和2/8/31

目的、年次計画・訓練項目の見直し

所見・考察の追記

2020年12月18日

敦賀対策本部への即応センター設
置

4

に伴う変更

(方針）
　敦賀実証本部（機構対策本部）及び
機構本部（支援本部）並びに対象拠点
と合同による総合防災訓練（その他の
訓練含む。）を行い、社内における情
報連絡、技術的検討、現地対策本部の
支援等が円滑に行われることを確認す
る。
　さらに、敦賀実証本部の原子力施設
事態即応センター化を見越した体制の
機能性を確認する。
　訓練では、以下の項目を、適宜組み
合わせて行う。
　なお、組み合わせて実施しない項目
については、個別に訓練を行う。
　
(1)原子力施設事態即応センター運営
訓練（訓練目標①②④⑤、改善点①～
⑤）
①機構対策本部（敦賀）の要員参集、
機構対策本部設置等の初期活動ができ
ること
② 機構内の通信機器を用いた情報収
集ができること
③統合原子力防災ネットワークを活用
し、ERCに対して正確な情報提供がで
きること(視覚情報の活用、ブリー
フィング内容)
④機構内外関係箇所への通報連絡がで
きること

(2)通信設備不能時対応訓練（訓練目
標③）
　機構ＴＶ会議システム(ふげん・も
んじゅ側)等が使用不能となった場合
においても、代替手段を活用し現地対
策本部や外部関係機関との情報共有が
実施できること

(3)原子力事業所災害対策支援拠点及
び原子力緊急事態支援組織との連携訓
練
①原子力緊急事態支援組織への支援要
請等、ふげん・もんじゅに対する機構
大の支援ができること
②オフサイトセンター及び若狭地域原
子力事業者支援連携本部への要員派遣
を指示し、派遣要員の体制が確認でき
ること
③原子力事業所災害対策支援拠点の立
上げ対応ができること（実働は要素訓
練で確認）

(4)プレス対応訓練
①プレス文の作成ができること
②模擬プレスを実施し、正確な情報発
信、質疑応答ができること（ERCの広
報との調整含む。）

　訓練項目の方針に加え、機構大中長期
計画に基づく訓練目標及び前年度の訓練
の課題を踏まえて、以下を重点項目とし
て設定し訓練する。
　
(1)機構内への情報提供(訓練目標③④)

(2)事象進展状況を把握し、緊急事態区分
に基づく、原子力災害に対する緊急事態
に対する措置、情報の外部報告等の正確
な対応(訓練目標①②④⑤、改善点①～
⑤)

　訓練項目の方針に加え、機構大中長期
計画に基づく訓練目標に基づき、以下を
重点項目として設定し訓練する。

　
(1)機構内への情報提供(訓練目標③④、
改善点①④⑤)

(2)事象進展状況を把握し、緊急事態区分
に基づく、原子力災害に対する緊急事態
に対する措置、情報の外部報告等の正確
な対応(訓練目標①②④⑤、改善点①②③
⑥）

　訓練項目の方針に加え、機構大中長期
計画に基づく訓練目標に基づき、以下を
重点項目として設定し訓練する。
　また、設定に当たっては、前年度の訓
練の課題を踏まえ、必要に応じて、訓練
項目を修正する。
　
(1)機構内への情報提供(訓練目標③④)

(2)事象進展状況を把握し、緊急事態区分
に基づく、原子力災害に対する緊急事態
に対する措置、情報の外部報告等の正確
な対応(訓練目標①②④⑤）

・ERCに対して、「『事象進展対策シー
ト』、『発生事象状況確認シート』等の
視覚情報を活用した情報提供」が不十分
であり、改善が必要である。
・機構本部緊急時対策室の機構TV会議シ
ステム用PCが一時的に使用不能となった
場合において、代替のPCを活用して機構
TV会議システムに接続し情報共有できる
ことを確認した。

令和２年度訓練結果を踏まえて記載する。

所見・考察

令和元年度 令和２年度 令和３年度
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令和２年１２月２３日 

日本原子力研究開発機構 

高速増殖原型炉もんじゅ 

 

令和２年度高速増殖原型炉もんじゅ総合防災訓練について 

 

１．訓練目的 

本訓練では、中期計画に基づき、高速増殖原型炉もんじゅで緊急時活動レベル（以下「EAL」

という。）事象の発生を想定し、国、自治体等へ正確に情報提供等を行えるよう対応体制の強化

を図るとともに、前年度から改善を図った事項の有効性、新型コロナウイルス感染症対策を考慮

した対応を確認する。また、敦賀廃止措置実証本部の原子力施設事態即応センターを設置し、そ

の妥当性を確認する。 

 

２．達成目標 

中期計画を踏まえ、以下の達成目標を設定する。 

（１）現地対策本部 

①「事象進展対策シート」、「発生事象状況確認シート」等の視覚情報を用いて機構対策本部（敦

賀）へ正確で分かりやすい情報提供ができること。 

②現地対策本部において適時ブリーフィングを実施し、発生事象に係る対応状況及び今後の事

象進展・対策等について、具体的かつ簡潔に短時間で機構内への情報共有ができること。 

③ 

 

④複数の EAL事象に加え、原子力施設内で他のトラブル事象も発生する状況においても、現地

対策本部で情報を整理し、機構対策本部（敦賀）に対して、正確な情報提供ができること。 

⑤ 

（２）機構対策本部（敦賀） 

①「事象進展対策シート」、「発生事象状況確認シート」等の視覚情報を用いて現地対策本部と

情報共有ができ、ERCに対して正確な情報提供ができること。 

②原子力施設事態即応センターを敦賀地区の人員のみで運営し、現地対策本部からの情報整理

及び ERCに対する情報提供ができること。 

③ 

 

３．主な検証項目 

達成目標、前年度から改善を図った事項、新型コロナウイルス感染症対策を踏まえ、以下の検

証項目を設定する。 

（１）現地対策本部 

① 達成目標に係る検証項目 

・ 現地対策本部は、EAL事象の発生状況及び応急措置について、「事象進展対策シート」、「発

生事象状況確認シート」を用いて、機構ＴＶ会議システムや書画装置等により機構対策

本部（敦賀）へ情報提供できること。 

・ 現地対策本部は、事故対応に係る今後の応急措置の方針が決定された段階でブリーフィ

ングを実施し、機構内への情報共有ができること。 

シナリオ非提示のためマスキング 

シナリオ非提示のためマスキング 

シナリオ非提示のためマスキング 
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・  

 

・ 現地対策本部は、複数の EAL 事象及び原子力施設内で発生した他のトラブル事象の情報

をホワイトボードに整理し、機構 TV会議システム等を用いて機構対策本部（敦賀）に情

報提供できること。 

・  

 

② 前年度から改善を図った事項に係る検証項目 

・ 現地対策本部は、EAL事象の発生状況及び応急措置について、「事象進展対策シート」、「発

生事象状況確認シート」を用いて、機構 TV会議システムや書画装置等により機構対策本

部（敦賀）へ情報提供できること。 

・ 現地対策本部は、ERC 対応ブースからの質問を携帯電話のグループ通話機能を用いて 3

名体制で確認し回答できること。 

・ 現地対策本部は、「警戒事態該当事象発生後の経過連絡様式」、「応急措置の概要連絡様式

（原子炉施設）」に補足説明図面を添付し関係箇所に通報連絡できること。 

③ 新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた検証項目 

・ マスク着用、衝立等の設置を行った状態において、情報共有、通報連絡の確認等ができ

ること。 

 

（２）機構対策本部（敦賀） 

① 達成目標に係る検証項目 

・ ERC 対応者は､現地対策本部から機構 TV 会議システムにより情報を入手し、統合原子力

防災ネットワークシステムに接続された TV会議システムにより、「事象進展対策シート」、

「発生事象状況確認シート」を用いて、ERCへ情報提供ができること。 

・ 機構 TV会議システム等から情報を入手し、敦賀地区の人員のみで、現地対策本部の情報

整理及び ERCへの情報提供が実施できること。 

・  

 

 

② 前年度から改善を図った事項に係る検証項目 

・ 機構の TV会議システムにおいて発話の統制が取られていること。 

・ ERC 対応ブース内のホワイトボードで、事象の進展やその対策についての情報が共有で

きること。 

・ ERCとの ERSSを活用したプラント情報の共有ができること。 

③ 新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた検証項目 

・ 体制縮小、マスク着用、衝立等の設置を行った状態において、情報共有、通報連絡の確

認等ができること。 

 

４．日時 

令和 3年 2月 9日（火） 13：10～16：30（予定） 

 

 

シナリオ非提示のためマスキング 

シナリオ非提示のためマスキング 
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５.実施場所 

   高速増殖原型炉もんじゅ（現地対策本部） 

   敦賀廃止措置実証本部（原子力施設事態即応センター：機構対策本部（敦賀）） 

   機構本部（支援本部（東海）） 

 

６．訓練想定 

 （１）事象発生時間帯 

     平日勤務時間帯を想定（訓練時間は当日実時間で進行） 

 （２）訓練対象施設 

     高速増殖原型炉もんじゅ 

 （３）事象想定 

警戒事態に該当する地震の発生を起点として、起因事象が発生し、施設敷地緊急事態及び

全面緊急事態に進展する原子力災害を想定する。 

 

７．訓練項目 

（１）現地対策本部における訓練 

①要員参集訓練 

②通報訓練 

③緊急時環境モニタリング訓練 

④もんじゅ施設内退避者誘導訓練 

⑤原子力災害医療訓練 

⑥全交流電源喪失対応訓練 

⑦アクシデントマネジメント対応訓練 

⑧現地対策本部内における情報共有訓練 

⑨現地対策本部と機構対策本部（敦賀）との情報共有訓練 

⑩関係機関への派遣対応訓練 

（２）機構対策本部（敦賀） 

① 原子力施設事態即応センターの敦賀地区の人員のみによる運営訓練 

② 通信設備使用不能時の対応訓練 

③ 原子力事業所災害対策支援拠点及び原子力緊急事態支援組織との連携訓練 

④ プレス対応訓練 

（３）支援本部（東海） 

① もんじゅ及び機構対策本部（敦賀）の支援訓練 

 

８．訓練形式 

シナリオ非提示型 

 

９．訓練の進行 

コントローラからの条件付与 
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１０．実施体制、評価体制 

＜実施体制＞ 

実施体制を下図に示す。 

＜評価体制＞ 

・ 前回の訓練で抽出された課題に対する改善策の有効性を評価するためのチェックリストを

作成し活用する。 

・ もんじゅ外から選出された訓練モニタ及び外部機関の有識者より第三者の視点から課題の

抽出を図る。 

・ 訓練参加者による反省会等を通して実施状況を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合防災訓練実施体制 

 

通報連絡 

もんじゅ 

現地対策本部 

外部関係機関 

原子力規制庁 

緊急時対応センター（ＥＲＣ） 

情報共有・報告 

支援本部（東海） 

要員派遣(模擬) 

情報共有（※） 

※：統合原子力防災ネットワークシステム接続 

原子力緊急事態支援組織 
支援要請 

 

情報共有・報告 

 

若狭地域支援連携本部 

資機材運搬等 
（その他の訓練により実施） 

もんじゅ 

原子力事業所 

災害対策支援拠点 

要員派遣（模擬） 

情報共有・報告 

 

要員派遣 

機構対策本部（敦賀） 

【即応センター】 

 

東京支援班 

 

オフサイトセンター 
要員派遣 



令和２年９月 

令和２年度 高速増殖原型炉もんじゅ原子力防災訓練内容について［1/2］ 

〇現地対策本部における主な訓練 

訓練項目 訓練概要 訓練内容 

①要員参集訓練 ○現地対策本部要員等の参集訓練
を実施 

事象発生により緊急時応急対策対応要員を参集し、本部の設営を行う。 

②通報訓練 ○もんじゅ内外関係箇所への通報
連絡を実施 

事象発生から終結までの情報を収集し、関係各所に通報、連絡を行う。 

③緊急時環境モニタリン
グ訓練 

○環境モニタリング及び情報共有
の訓練を実施 

もんじゅ施設内及びもんじゅ施設周辺について、モニタリングカーによる空間放射線
量率及び空気中ヨウ素濃度の測定等を行う。 

④もんじゅ施設内退避者
誘導訓練 

○災害対策活動に従事しない所員
及び協力会社の避難訓練を実施 

本部からの退避誘導指示に基づき、協力会社社員、外来者及び災害対策活動に従事し
ない所員について、退避誘導者により指定された集合・退避場所に誘導する。 

⑤原子力災害医療訓練 ○被ばく・負傷者の救護訓練を実
施 

管理区域内での負傷者発生を想定し、負傷者搬出、汚染除去及び応急処置等の対応を行
う。 

⑥全交流電源喪失対応 ○全交流電源喪失を想定した訓練
を実施 

全交流電源喪失を想定し、電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活動を行
う。 

⑦アクシデントマネジメ
ント対応 

○シビアアクシデントを想定した
訓練を実施 

シビアアクシデントを想定し、アクシデントマネジメントに係る対応を行う。 

⑧現地対策本部内におけ
る情報共有訓練 

○現地対策本部内で情報共有訓練
を実施 

 

⑨現地対策本部と機構対
策本部（敦賀）との情報
共有訓練 

○現地対策本部と機構対策本部
（敦賀）で情報共有訓練を実施 

イ) 地震発生後の異常の有無及びその対応状況、ＥＡＬ事象の発生状況等について、
機構ＴＶ会議システムや書画装置等を活用した、機構対策本部（敦賀）との情報
共有を行う。 

ロ)  

⑩関係機関への派遣対応
訓練 

○関係機関への派遣（一部模擬を
含む）を実施 

オフサイトセンターへ要員を派遣し、現地対策本部との情報共有を行う。 

 

 

シナリオ非提示のためマスキング 

シナリオ非提示のためマスキング 



令和２年９月 

令和２年度 高速増殖原型炉もんじゅ原子力防災訓練内容について［2/2］ 

○機構対策本部（敦賀）における主な訓練 

訓練項目 訓練概要 訓練内容 

①機構内及びＥＲＣとの
情報共有訓練 

○機構内及びＥＲＣとの情報共有
訓練を実施 

イ) 地震発生後の被災状況及びその対応状況、ＥＡＬ事象の発生状況等について、機
構ＴＶ会議システムや画像配信システムを活用した機構内の情報共有を行う。 

ロ) 機構内から入手するプラント情報等について、統合原子力防災ネットワークを活
用したＥＲＣプラント班との情報共有を行う。 

②原子力災害対策支援拠
点との連携訓練 

○原子力災害対策支援拠点の立ち
上げ指示等を実施 

イ) 原子力事業所災害対策支援拠点の立ち上げ指示し、原子力事業所災害対策支援拠点の
立上げ対応ができることを確認する。（立上げ及び要員派遣は要素訓練により実施） 

ロ) オフサイトセンター及び若狭地域原子力事業者支援連携本部への要員派遣を指示し、
派遣要員の体制を確認する。 

 

〇支援本部（東海）における主な訓練 

訓練項目 訓練概要 訓練内容 

もんじゅ及び機構対策本
部（敦賀）の支援訓練 

○原子力緊急事態支援組織に対し
て支援要請を実施 

〇機構HPを用いた外部への情報発
信を実施 

イ) 原子力緊急事態支援組織である楢葉遠隔技術開発センターへ支援要請を行う。（派遣は
模擬） 

ロ) 機構対策本部（敦賀）広報班と連携し、プレス文を機構ＨＰ（模擬ＨＰ）上へ掲載す
る。 

以 上 



令和 2年 12月 23日 
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評価チェックリスト(現地対策本部) 

 

 

(１)現地対策本部における訓練 

 

【評価者(氏名         )】 

項目 評価基準 確認 評価(良好事例、改善事項等) 

①要員参集訓練 所長(現地対策本部長)は、地震発生後に現地対策本部要員を構内放送で招集

し、現地対策本部の設置を宣言して現地対策本部を設置できたか。 

  

②通報訓練 現地対策本部は、緊急時活動レベル（以下「EAL」という。）事象の発生につ

いて、EALに基づく判断根拠を明確にした上で、現地対策本部長の判断後、15

分以内に関係箇所に通報連絡できたか。 

  

現地対策本部は、EAL 事象の発生について、誤記や記入漏れ等なく関係箇所

に通報連絡することできたか。 

  

現地対策本部は、「警戒事態該当事象発生後の経過連絡様式」、「応急措置の概

要連絡様式（原子炉施設）」に補足説明図面を添付し関係箇所に通報連絡でき

たか（検証項目）。 

  

 

 

  

③緊急時環境 

モニタリング 

訓練 

放射線管理班は、モニタリングカー等により、もんじゅ施設内及びもんじゅ

施設周辺の空間放射線量率及び空気中ヨウ素濃度の測定を行い、測定結果を

定期的に現地対策本部へ報告できたか。 

  

④もんじゅ 

施設内退避者 

誘導訓練 

所内の従業員等は、地震発生時に身体の安全確保行動ができたか。   

総務班は、現地対策本部長の退避誘導指示に基づき、所内の従業員等を指定

された集合・退避場所へ誘導できたか。 

  

⑤原子力災害    

確認 A：良好 
   B：概ね良好(改善事項あり) 
   C：一層の努力が必要 
   －：該当なし又は確認できず 

シナリオ非提示のためマスキング 

シナリオ非提示のためマスキング 
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医療訓練  

 

 

  

⑥全交流電源喪失

対応 

   

⑦アクシデントマ

ネジメント対応 

現地対策本部長は、EALに係る事象の発生状況を踏まえ、EAL事象の該当判断

ができたか。 

  

現地対策本部は、EALに係る事象等を把握するとともに事象の進展を予測し、

拡大防止策等の立案ができたか。 

  

⑧現地対策本部内

における情報共

有訓練 

   

⑨現地対策本部と

機構対策本部（敦

賀）との情報共有

訓練 

現地対策本部は、地震発生後の異常の有無及びその対応状況、EAL 事象の発

生状況等に係る情報を整理し、機構ＴＶ会議システム等により情報共有でき

たか。 

  

現地対策本部は、EAL 事象の発生状況及び応急措置について、発生事象状況

確認シート」や「事象進展対策シート」等を用いて機構 TV会議システムや書

画装置等により情報共有できたか（達成目標）。 

  

現地対策本部は、事故対応に係る今後の応急措置の方針が決定された段階で

ブリーフィングを実施し、2 分程度で機構内への情報共有ができたか（達成

目標）。 

  

 

 

  

現地対策本部は、複数の EAL 事象及び原子力施設内で発生した他のトラブル

事象の情報をホワイトボードに整理し、機構 TV会議システム等を用いて情報

提供できたか（達成目標）。 

  

シナリオ非提示のためマスキング 

シナリオ非提示のためマスキング 

シナリオ非提示のためマスキング 

シナリオ非提示のためマスキング 
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現地対策本部は、機構対策本部（敦賀）と連携し、ERC問合せ事項に対して回

答及び補足説明ができたか。 

現地対策本部は、ERC 対応ブースからの質問を携帯電話のグループ通話機能

を用いて 3名体制で確認し回答できたか（検証項目）。 

  

⑩関係機関への派

遣対応 

現地対策本部長は、原災法第 10 条事象及び第 15条事象発生後、関係機関へ

の要員派遣を決定し指示することができたか。(オフサイトセンターの要員派

遣実施。他、要員派遣、支援は模擬。) 

  

オフサイトセンターに派遣された要員は、派遣先で次を実施できたか。 

・通報連絡内容の説明 

・質問に対する回答（携帯電話による現地対策本部ホットラインへの問合せ

含む)。 
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             評価チェックリスト（機構対策本部（敦賀）） 

 

 

（１）機構内及びＥＲＣとの情報共有 

【評価者（氏名         ）】 

項目 評価基準 確認 評価（良好事例、改善事項等） 

イ）機構内の情報

共有 

大規模地震発生時における初動時に、近隣拠点の主要施設の運転状況、地震

点検結果（異常の有無）を収集できたか。 

  

 

現地対策本部からプラント情報、ＥＡＬ の判断基準、今後の事象進展等に関

する情報（ブリーフィング情報を含む）を収集できたか。特に視覚情報（Ｃ

ＯＰシート等）を収集できたか。 

  

   

機構のＴＶ会議システムにおいて発話が統制され、「発話が重なる」「時間の

発話がない」「復唱がされない」などに注意して発話が行うことができたか。 

  

マスク、フェイスガード等の飛沫防止対策を行った状態で、情報の発話等聞

き取りやすく情報共有できたか。 

  

ロ）ＥＲＣとの情

報共有 

書画装置を用いて、視覚情報（ＣＯＰシート、備え付け資料等）を活用して

作業の進捗、対策の実施理由及び実施時間等の分かり易い情報提供に努めて

いたか。 

  

ＥＡＬ 事象を説明する際、判断時刻、判断根拠も含めて情報発信できたか。   

ＥＲＣ対応者は、説明に使用する備え付け資料について情報元(ページ番号含

む。)をＥＲＣに伝えること。 

  

ＥＲＣ対応者がＥＲＣに対して説明した資料をリエゾンに送信し、リエゾン

からＥＲＣ内に配布することができたか。 

  

Ｑ＆Ａ 管理表を活用して、質問に対して漏れなく回答できたか。   

ＥＲＣブース内のホワイトボードにおいて、事象の進展やその対策について   

確認 A：良好 
   B：概ね良好（改善事項あり） 
   C：一層の努力が必要 
   －：該当なし又は確認できず 

シナリオ非提示のためマスキング 
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項目 評価基準 確認 評価（良好事例、改善事項等） 

の情報が共有できたか。   

マスク着用、衝立等の設置を行った状態で、情報の発話等聞き取りやすく情

報共有できたか。 

  

  

 

  

 

 

  

 

（２）原子力災害対策支援拠点との連携 

【評価者（氏名         ）】 

項目 評価基準 確認 評価（良好事例、改善事項等） 

イ）原子力災害対

策支援拠点の立ち

上げ指示を実施 

原子力事業所災害対策支援拠点の立ち上げ指示し、原子力事業所災害対策支

援拠点の立ち上げ対応ができたか。(立ち上げは模擬) 

  

ロ）要員派遣及び

体制の確認 

オフサイトセンター及び若狭地域原子力事業者支援連携本部への要員派遣を

指示し、派遣要員の体制が整うことを確認することができたか。 

  

 

シナリオ非提示のためマスキング 
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             評価チェックリスト（支援本部（東海）） 

 

 

（１）もんじゅ及び機構対策本部（敦賀）の支援訓練 

【評価者（氏名         ）】 

項目 評価基準 確認 評価（良好事例、改善事項等） 

原子力緊急事態支

援組織への支援要

請 

機構対策本部（敦賀）から口頭及び様式「遠隔資機材の支援要請」による遠

隔操作資機材の支援依頼を受けた上で、原子力緊急事態支援組織（楢葉遠隔

技術開発センター）へ支援要請できたか。 

  

 

原子力緊急事態支援組織と遠隔操作資機材の準備状況（搬送開始）を共有し、

現地対策本部など機構内へ機構ＴＶ会議システムにて情報提供を実施できた

か。 

  

機構 HPを用いた外

部への情報発信 

機構対策本部（敦賀）広報班と連携し、プレス文を機構ＨＰ（模擬ＨＰ）上

へ掲載し、機構ＴＶ会議システムにて、機構内へ情報提供を実施できたか。 

  

 

確認 A：良好 
   B：概ね良好（改善事項あり） 
   C：一層の努力が必要 
   －：該当なし又は確認できず 



課題 原因 対策 確認箇所 有効性の評価基準

No.1

ＥＲＣ対応ブースは、次の問題
からＥＲＣに対して速やかに現
地の情報を提供できなかった。

①現地対策本部は、「事象進展
対策シート」の作成に時間がか
かったこと。また、「事象進展
対策シート」の各対策に関連す
る災害対策資料（補足説明図
面）を探すのに時間がかかった
ことから、ＥＲＣ対応ブースへ
の情報提供が遅くなった。
②現地対策本部が作成した「事
象進展対策シート」は、対策間
の繋がりなどを理解するために
情報が不足していたため、ブ
リーフィング開始までに「事象
進展対策シート」を書画で映し
て共有し、機構対策本部（敦
賀）やＥＲＣ対応ブースが「事
象進展対策シート」の内容を理
解してからブリーフィングを開
始するべきであったが理解させ
ることができず、ブリーフィン
グがうまく伝わらなかった、ま
た、現地対策本部のホットライ
ン担当者への質問が多くなり、
ＥＲＣ対応ブースからの質問を
迅速に回答できなくなった。

①の原因
(a) 現地対策本部では、発生事象に対す
る対策の方針及び内容をまとめた「事象
進展対策シート」（作業内容欄空欄）を
関係各所に配備し、具体的な作業内容を
事象発生後に手書きで埋め、ＥＲＣ対応
ブースに説明する運用としていた。しか
し、「事象進展対策シート」は、手書き
で埋める記載項目が多いことから、事象
進展が早く情報量が多い場合に速やかに
作成することができない様式であった。
(b)災害対策資料は、ＥＡＬ事象毎のグ
ルーピングができていなかった。また、
災害対策資料にはＥＡＬ事象と関連する
補足説明図面番号を整理したマトリック
ス表があるが、「事象進展対策シート」
には補足説明図面番号の記載がなく、災
害対策資料と事象進展対策シートの各対
策との相互の紐づけができていなかっ
た。
(c)事象進展が早く情報量の多い場面を想
定した要素訓練ができていなかった。
②の原因
(a)「事象進展対策シート」について、対
策間の繋がりなどを理解するために必要
な情報を記載するルールがなかった。
(b)現地対策本部ホットライン担当者がＥ
ＲＣ対応ブースより複数の質問を受けた
際に現地対策本部内でサポートする要員
がいなかった。また、ＥＲＣ対応ブース
からの質問を複数の者が同時に聞くこと
のできる仕組みがなかった。

①（ａ）、②（ａ）「事象進展対策
シート」に記載すべき内容を決め、
あらかじめ記入できる内容を記入し
ておくことで手書きの項目を減らし
た。
①（ｂ）災害対策資料をＥＡＬ事象
毎にグルーピングすると共に、災害
対策資料と事象進展対策シートの相
互の紐づけを実施した。
①（ｃ）上記①（ａ）、（ｂ）、②
（ａ）を実施した上で、もんじゅ情
報専任者、機構対策本部（敦賀）情
報専任者やＥＲＣ対応者など、「事
象進展対策シート」及び災害対策資
料を活用する者に教育を行った。加
えて、事象進展が早く情報量の多い
場面を想定した要素訓練により習熟
を図った。
②（ｂ）現地対策本部ホットライン
担当者のサポート体制を整えた。ま
た、ＥＲＣ対応ブースからの質問を
複数の者が同時に聞くことのできる
ハード面での仕組みを作った。

現地対策本
部

機構対策本
部（敦賀）
ERC対応
ブース

①対策を実施して、教育訓練を行
い、理解状況について確認した
か。

②現地対策本部は、EAL事象の発
生状況及び応急措置について、
「事象進展対策シート」、「発生
事象状況確認シート」を用いて、
機構ＴＶ会議システムや書画装置
等により機構対策本部（敦賀）へ
情報提供できたか。

③現地対策本部は、事故対応に係
る今後の応急措置の方針が決定さ
れた段階でブリーフィングを実施
し、2分程度で機構内への情報共
有ができたか。

④現地対策本部は、ERC対応ブー
スからの質問を携帯電話のグルー
プ通話機能を用いて3名体制で確
認し回答できたか。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

No.2

現地対策本部は、関係機関へ
「警戒事態該当事象発生後の経
過連絡様式」、「応急措置の概
要連絡様式（原子炉施設）」を
ＦＡＸ送付する場合は、補足説
明図面を添付するルールとして
いたが、ルール通り補足説明図
面を添付できなかった。

①現地対策本部内の情報班は、対外対応
班が作成する様式に添付する補足説明図
面の提供をしなければならなかったが、
提供の有無の判断を情報班長任せにして
おり、情報班長より指示がない場合の
フォローができていなかった。
②現地対策本部内の対外対応班は、
チェックシートを用いて様式の記載内容
等をチェックするルールとしていたが、
チェックシートには補足説明図面の添付
有無をチェックする項目がなかったこと
から補足説明図面の添付の有無がチェッ
クされず、様式に補足説明図面が添付さ
れていないことに気づくことができな
かった。

①情報班内の活動状況をチェックす
るチェックシートを作成し、対外対
応班が「警戒事態該当事象発生後の
経過連絡様式」、「応急措置の概要
連絡様式（原子炉施設）」を作成し
始めてから、情報班内で対外対応班
への補足説明図面の提供をチェック
する運用とし「情報班手引き」に明
記した。
②対外対応班が用いるチェックシー
トに補足説明図面の添付をチェック
する項目を追加しチェック機能が働
くようにした。また、同様の反映漏
れを防ぐため、ルールを見直す場合
はチェック項目も見直すことを「通
報連絡文作成手引き」に明記した。

現地対策本
部

機構対策本
部（敦賀）

①対策を実施して、教育訓練を行
い、理解状況について確認した
か。

②情報班は、チェックシートを用
いて補足説明図面の提供有無を
チェックしたか。

③対外対応班は、チェックシート
を用いて補足説明図面の添付有無
をチェックしたか。

④「警戒事態該当事象発生後の経
過連絡様式」、「応急措置の概要
連絡様式（原子炉施設）」のＦＡ
Ｘ送付において補足説明図面を添
付出来たか。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

現
地
対
策
本
部

令和2年度　高速増殖原型炉もんじゅ　原子力防災訓練　課題チェックリスト

昨年度訓練の結果を踏まえた課題－原因－対策 評価欄 評価
担当確認結果



No.1

「事象進展対策シート」に記載
された作業の進捗状況、対策の
実施理由及び実施時間等の説明
が不十分であったため、ＥＲＣ
に対して応急措置の内容が伝わ
らなかった。

・統合防災訓練時の統合原子力防災ネッ
トワーク対応マニュアルに記載のＥＲＣ
対応者（発話者）の報告事項に関して、
ＥＲＣ対応者（発話者）への教育訓練が
不足したことにより、認識が不十分と
なった。

・ＥＲＣ対応者（発話者）が、ＥＲ
Ｃへの報告事項及びＴＶ会議対応の
基本姿勢を適切に対応できるよう、
発話席に掲示している「説明時の注
意事項」の記載を見易く注視できる
ようにした。また、理解状況を確認
しフォロー（再訓練等）した。

敦賀対策本
部

①対策を実施して、教育訓練を行
い、理解状況について確認した
か。

②訓練においてＥＲＣ対応者が
「事象進展対策シート」に記載さ
れた作業進捗状況、対策の実施理
由及び実施時間等をＥＲＣに説明
できたか。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

No.2

即応センターのＥＲＣ対応者
（発話者）がＥＲＣに対して、
書画装置に映した資料が備え付
け資料（「災害対策資料」）で
あること（ページ番号含む。）
に言及しなかったため、備え付
け資料を用いて説明しているこ
とが伝わらなかった。

・即応センター側のＥＲＣ対応者（発話
者）、機構対策本部（敦賀）関係者は、
対応マニュアルに備え付け資料の説明時
の注意として記載がなかったため、資料
の仕様元の説明が不足した、

・対応マニュアルに、備え付け資料
を用いて説明する場合は情報元
（ページ番号を含む。）をＥＲＣへ
伝えることを明記した。

敦賀対策本
部

①対策を実施して、教育訓練を行
い、理解状況について確認した
か。

②訓練においてＥＲＣ対応者がＥ
ＲＣに対して、書画装置に映した
資料が備え付け資料で有ること
(ページ番号を含む)を説明できた
か。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

No.3

即応センターのＥＲＣ対応者
（発話者）に対して説明した資
料について、リエゾンからＥＲ
Ｃ内へ配布することができな
かった。

・即応センター側のＥＲＣ対応者（発話
者）は、ＥＲＣから送付要請のあった資
料を送付すると誤認し、また、説明に利
用した資料を送付するタイミングについ
て、「ＪＡＥＡ情報提供フロー」で明確
にしておらず、統括者等による資料送付
の指示がなかった。

・「ＪＡＥＡ情報提供フロー」資料
を送信担当者がＥＲＣ対応者（発話
者）から資料を入手して複写して送
付することを明確にし、対応マニュ
アルにリエゾン派遣後の資料送付方
法及び資料送信のタイミングを明確
にした。

敦賀対策本
部

①対策を実施して、教育訓練を行
い、理解状況について確認した
か。

②ＥＲＣ対応者が説明に使用した
資料をリエゾンがＥＲＣに配布し
たか。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

No.4

「発話が重なる」「時刻の発話
がない」「復唱がされない」な
ど、機構のＴＶ会議システムに
おいて発話の統制が取れていな
い。

・機構大で整理した機構ＴＶ会議の基本
的留意事項が敦賀拠点内で周知・教育さ
れていなかったため、留意事項に沿った
統制のとれた発話になっていなかった。

・機構ＴＶ会議の基本的留意事項を
周知・教育するとともに、常に机上
に置き、徹底した。加えて、発話の
習熟のため要素訓練を実施した。

機構対策本
部（敦賀）

①対策を実施して、教育訓練を行
い、理解状況について確認した
か。

②機構のＴＶ会議システムの発話
において、発話が重ならず、時刻
が発話され、復唱がされ、統制が
とれていたか。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

機
構
対
策
本
部
（

敦
賀
）



No.5

ＥＲＣ対応ブース内で事象の進
展やその対策について、最新情
報を共有するため、自主的な改
善としてホワイトボードを導入
したが、十分な情報共有が図れ
なかった。

・ＥＲＣへ適切に情報を提供するために
はどのような情報をＥＲＣ対応ブース内
で共有すべきかを決めていなかった。

・ＥＲＣへ提供すべき情報及びその
ためにホワイトボードに記載すべき
情報を整理するとともにホワイト
ボード担当者に教育し、要素訓練を
実施した。

機構対策本
部（敦賀）

①対策を実施して、教育訓練を行
い、理解状況について確認した
か。

②ＥＲＣ対応ブースのホワイト
ボードに事故・施設の現状、事故
の進展予測と収束対応戦略、戦略
の進捗状況が記載されたか。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

No.6

ＥＲＣとのプラント情報の共有
において、本年度から導入した
ＥＲＳＳを活用できなかった。

・ＥＲＳＳを使った情報共有の準備が十
分で無かった。
① 発生事象及び対策毎に着目すべきＥＲ
ＳＳプラントデータが整理できていな
かった。
② ＥＲＣ対応者をＥＲＳＳ操作者として
いたが、発話しながら操作することが難
しかった。
③ ＥＲＳＳのパラメータを常時監視する
要員を配置していなかった。

①発生事象及び対策毎に着目すべき
ＥＲＳＳプラントデータを整理し、
要素訓練により活用の習熟を図っ
た。
② 、③ＥＲＣ対応ブース内に、Ｅ
ＲＳＳの操作及びパラメータ監視を
行う要員を配置し、監視パラメータ
に変化が生じた場合は発話者に伝え
ることとし要素訓練を実施した。

機構対策本
部（敦賀）

①対策を実施して、教育訓練を行
い、理解状況について確認した
か。

②ERSSプラントデータを用いて
ERCとプラント情報を共有できた
か。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

確認結果【　】は実施できた場合はA、ある程度できた場合はB、実施できていない場合はCを記載する。

機
構
対
策
本
部
（

敦
賀
）



令和２年度　高速増殖原型炉もんじゅ　原子力防災訓練　課題チェックリスト　（機構大で取り組むべき課題）

課題 原因 対策 確認箇所 有効性の評価基準
機構ＴＶシステム上での重要情
報の発話が重なった際の対応を
検討する必要がある。

【問題点
・機構ＴＶシステム上の情報共
有において、現場から放射線量
率の変動に係る報告と警報発報
に係る報告が重なった際、現地
対策本部にて一方の情報提供を
優先させた結果、他方の情報が
報告されず、結果として機構対
策本部からＥＲＣへ情報提供で
きなかった。（原子力科学研究
所）
・機構ＴＶシステム上で情報発
信が行われている最中にもかか
わらず、「緊急」という発話も
なく他の情報を勝手に割りこん
だ。割り込む際にも、その情報
の重要度を考慮しなかった。
（高速増殖原型炉もんじゅ）】

①重要情報の発話が重なった際
の対応がルール化されていな
い。
②現地対策本部が機構ＴＶ会議
システム上で発話中であって
も、重要な情報であれば事故現
場指揮所からタイムリーに情報
提供できる方法について明確に
なっていない。

①機構ＴＶ会議における発話の基本につ
いて整理し、重要情報の優先度や割り込
んで発話する際のルールの明確化を行っ
た。
②―（もんじゅ、ふげんは現場指揮所を
持たないため対象外）

機構ＴＶ会議
発話

機構ＴＶ会議発話について、発話
が基本方針に即してなされていた
か。

実績： 確認結果【　】
良好な点：

改善を要する点：

確認結果【　】は、実施できた場合はA、ある程度できた場合はB、実施できていない場合はCを記載する。

昨年度訓練の結果を踏まえた課題-原因-対策 評価欄 評価
担当確認結果
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JAEA情報提供フロー

令和２年１２月２３日 もんじゅ



◆前回の訓練での情報共有を踏まえて見直したポイント

情報提供フロー
・①EALに関する情報

➢対外対応班長が作成した「通報連絡様式」は、実質的に現地対策副本部長
がチェックするため、確認者を現地対策本部長から現地対策副本部長に変
更した。

➢支援本部（東海）への情報フローを明示した。
➢COP資料は情報班長代行者が作成するため、連絡責任者の主な資料から
「発生事象状況確認シート」を削除した。

・②事故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦略、④戦略の進捗状況
➢ 「1.機構内への情報発信」は、対外対応班長が発信する「通報連絡様式」の
他に、情報班長の機構TV会議による発信があるため、情報フローに明示し
た。

・⑩機構対策本部長不在時
➢新規追加

・その他全般
➢「緊急時対策室」を「緊急対策室」に修正した。



情報提供フロー（①EALに関する情報）

【原子力規制庁】
（緊急時対応センター）

原子力機構内の情報共有ツール
・機構TV会議

・共有フォルダ

・FAX

・内線電話

・衛星電話など

必要に応じて確認
指示、助言を実施

現地対策本部長
（原子力防災管理者）

発災現場

連絡
（内線電話等）

通報（一斉同報FAX）

【緊急対策室】

【機構対策本部（敦賀）】
（即応センター）

連絡責任者

ERCプラント班

【現地対策本部】
（緊急対策室）

１．発生事象に係る
機構内への情報発信

２．EAL事象に対する
該当の有無の判断

対外対応班長

４．ERC等への通報

通報様式作成
送信指示

通報内容
の確認

５．確認（認定）会議

２’EAL事象に対する
該当の有無の判断補助

３．判断結果の
周知 現地対策副本部長

（副原子力防災管理者）

1

【支援本部（東海）】



情報提供フロー（①EALに関する情報）

実施
内容

１．発生事象に係る
機構内への情報発信

２．EAL事象への該当
の有無の判断

２‘ EAL事象への該当
の有無の判断補助

３．判断結果の周知 ４．ERC等への通報 ５．確認（認定）会議

実施
者

緊急対策室 現地対策本部 現地対策本部 現地対策本部 現地対策本部 機構対策本部（敦賀）

連絡責任者 現地対策本部長
（原子力防災管理者）

現地対策副本部長
（副原子力防災管理者）

現地対策本部長
（原子力防災管理者）

対外対応班 機構対策本部（敦賀）
副本部長

時期
事象確認後、直ちに 判断に必要な情報を入

手後、直ちに
随時 判断後、直ちに EAL事象判断後、15分

以内
会議開催の都度

方法

・FAX
（機構TV会議）
（共有フォルダ）
（視覚情報の共有）

・機構TV会議
・共有フォルダ
・FAX
・もんじゅ書画装置
（視覚情報の共有）

・機構TV会議
・共有フォルダ
・FAX
・もんじゅ書画装置
（視覚情報の共有）

・機構TV会議
・共有フォルダ
・FAX
・もんじゅ書画装置
（視覚情報の共有）

通報様式を作成しFAX
による送信

統合防災NW
・TV会議
・書画装置等

主な
資料

・通報様式
・「もんじゅ」概略系統図

・通報様式
・発生事象状況確認
シート
・「もんじゅ」概略系統図

・通報様式
・発生事象状況確認
シート
・「もんじゅ」概略系統図

・通報様式
・発生事象状況確認
シート
・「もんじゅ」概略系統図

・通報様式
・発生事象状況確認
シート
・「もんじゅ」概略系統図

・通報様式
・発生事象状況確認
シート
・「もんじゅ」概略系統図

備考

EAL判断における現地
対策本部長のサポート
を実施する

送信前に現地対策本
部内で内容を確認

2



【原子力規制庁】
（緊急時対応センター）

原子力機構内の情報共有ツール
・機構TV会議

・共有フォルダ

・FAX

・内線電話

・衛星電話など

情報提供

【機構対策本部（敦賀）】
（即応センター）

統合原子力防災ＮＷシステムによる情報共有
・TV会議システム ・IP-電話・IP-FAX ・書画装置など

機構対策本部長
（理事長等）

ERC対応ブース

【機構内関係個所】
● 支援本部
● 原子力緊急事態支援組織
● 災害対策支援拠点等

現地対策本部
（副原子力防災管理者）

情報班

【機構対策本部（敦賀）】

ERCプラント班

コマンドルーム

【現地対策本部】
（緊急対策室）

情報提供フロー（ ②事故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦略、④戦略の進捗状況）

１．機構内への情報発信

１．機構内への情報発信 １．機構内への情報発信

３．ERCへの情報提供

ERC対応ブース内の情報共有は、
情報フロー⑥に準じるC

2．情報の確認

2．情報の確認

対外対応班長情報班長

ERC対応者（発話者）

適宜報告
・運転班長 ・消防班長
・補修班長 ・放射線管理班長

3

発災現場

指示、報告※

（内線電話等）

【中央制御室】

当直長・運転班班長

※N2注入、作業状況等

本部員
（ホットライン対応）

対外対応班・情報班
・視覚情報を共有フォルダ、
もんじゅ書画装置、FAXで機
構対策本部と共有

4．現地対策本部への確認

ホットライン

【もんじゅ現場】 運転班
・１次系Na火災対応（漏えい

ループ緊急ドレン、床下窒
素ガス注入）

・中央制御室空調ファン初期消
火

・非常用電源復旧操作、他
補修班
・非常用直流母線Bの復旧
・非常用直流母線Cの点検補修

・移動式電源による電源復旧消
防班

消防班
・中央制御室空調ファン初期消

火
放射線管理班
・環境モニタリングデータ報告
・負傷者汚染サーベイ状況報告、

他

【支援本部（東海）】



実施内容

１．発生事象及びその対応に係る機構内への情報発信 ２．情報の確認
３．ERCへの情
報提供

４．現地対策本
部への確認発災施設に関する情

報
もんじゅに関する情報 災害対策支援拠点

等に関する情報
もんじゅに関する情
報

災害対策支援拠点
等に関する情報

実施者

中央制御室
現場

現地対策本部 支援本部（東海） 現地対策本部
機構対策本部
（敦賀）

機構対策本部
（敦賀）

機構対策本部
（敦賀）

運転班長
補修班長
消防班長

放射線管理班長

情報班長 支援班長
現地対策本部

（副原子力防災管理
者）

機構対策本部長

ERC対応ブース
ERC対応者

ERC対応ブース
統括者

時 期

事象確認後、速やか
に

情報を入手後、速や
かに

情報を入手後、速
やかに

情報を入手後、速や
かに

情報を入手後、速
やかに

情報を入手後、
速やかに
状況に変化がな
い場合は適切な
時間間隔で

情報の確認が必
要な時

方 法

・FAX
・PHS

・機構TV会議
・共有フォルダ
・FAX
・もんじゅ書画装置
（視覚情報の共有）

・機構TV会議 ・機構TV会議
・共有フォルダ
・FAX
・もんじゅ書画装置
（視覚情報の共有）

・機構TV会議 ・統合防災NW
・TV会議
・書画装置等

・ホットライン

主
な
資
料

事故・プ
ラントの
状況

・「もんじゅ」プラント
データ
・放管データ

・通報様式
・発生事象状況確認
シート
・事象進展対策シート
・「もんじゅ」プラント
データ
・「もんじゅ」概略系統
図
・放管データ

・資機材リスト及び
派遣要員リスト等

・通報様式
・発生事象状況確認
シート
・事象進展対策シー
ト
・「もんじゅ」プラント
データ
・「もんじゅ」概略系統
図
・放管データ

・資機材リスト及び
派遣要員リスト等

・通報様式
・発生事象状況
確認シート
・事象進展対策
シート
・「もんじゅ」プラ
ントデータ
・「もんじゅ」概略
系統図
・放管データ

・進捗状況

事故収
束対応
戦略

戦略の
進捗状
況

備 考

視覚情報はFAXで現
地対策本部へ送付

視覚情報は共有フォ
ルダで即応センターと
共有

情報の了承を行う
疑義があれば再確認を促す

②事故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦略、④戦略の進捗状況
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【原子力規制庁】
（緊急時対応センター）

原子力機構内の情報共有

・機構TV会議

・書画装置

・ホットライン

回答

【機構対策本部（敦賀）】
（即応センター）

統合原子力防災ＮＷシステムによる情報共有
・TV会議システム ・IP-電話・IP-FAX ・書画装置など

拠点への確認指示

ERC対応ブース

※全体で共有すべき重要案件については機構TV会議上で確認・共有する。
通常案件についてはホットラインで個別に確認する。

情報集約担当

●通常案件
・ﾎｯﾄﾗｲﾝによる確認

情報班長

情報班

情報班長
【作業班】

【機構対策本部（敦賀）】
（即応センター）

作業班班長

ERCプラント班

情報提供フロー（⑤ＥＲＣプラント班からの質問への回答）

統括者
１．質問内容の把握

５．回答内容の検討

２．コマンドルームとの情報共有

ERC対応者（発話者）

情報集約担当

●重要案件
・コマンドルームとの情報共有

情報の流れは情報フロー⑥に準じる

６．ERCへの回答

３．拠点への確認

３’拠点への確認

ホットライン

機構TV会議

Q＆A担当

【現地対策本部】
（緊急対策室）

Q&A管理者

・ERCからの質問整理 ・回答整理 ・Q&A管理表の作成

７．質問及び回答の整理

４’質問に対する回答

４．質問に対する回答
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実施内容
１．質問内容の把
握（重要案件と通
常案件への分類）

２．コマンドルーム
との情報共有

３．現地対策本部
への確認

３’現地対策本部
への確認

４．質問に対する
回答

４’質問に対する
回答

５．回答内容の検
討

６．ERCへの回答
７．質問及び回答
の整理

実施者

機構対策本部
（敦賀）

機構対策本部
（敦賀）

機構対策本部
（敦賀）

機構対策本部
（敦賀）

現地対策本部 現地対策本部 現地対策本部
機構対策本部
（敦賀）

機構対策本部
（敦賀）

ERC対応ブース
統括者

ERC対応ブース
情報集約担当

情報班長
ERC対応ブース
情報集約担当

情報班長 情報班
作業班班長
Q＆A担当

ERC対応ブース
ERC対応者

ERC対応ブース
Ｑ＆Ａ管理者

時 期

質問を入手後、速
やかに

質問を入手後、速
やかに

質問を入手後、速
やかに

質問を入手後、速
やかに

速やかに 速やかに 質問を入手後、速
やかに

速やかに 質問入手又は回答
の都度

方 法

・機構TV会議
・共有フォルダ
・画像配信システ
ム（視覚情報の共
有） ―

・機構TV会議
・共有フォルダ
（ERC質問対応状
況の確認）

・ホットライン
・共有フォルダ
（ERC質問対応状
況の確認）

・機構TV会議
・もんじゅ書画装置
（視覚情報の共有）

・ホットライン ・機構TV会議
・ホットライン

統合防災NWシス
テム
・TV会議
・書画装置等

・ERCブース内での
画面表示
・共有フォルダ、

主な資料 ― ― ― ― ― ― ― ― ・Ｑ＆Ａ管理表

備 考

ERC対応者（現地
対策本部を含む）
は可能な範囲で即
答
即答できない場合
は「３．拠点への確
認」へ

可能な範囲で即答
即答できない場合
は「５．回答内容の
検討」へ

可能な範囲で即答
即答できない場合
は「５．回答内容の
検討」へ

・Ｑ＆Ａ管理表を現
地対策本部と共
有する
・回答の優先度の
判断を行う
・回答の実績確認
を行う

⑤ＥＲＣプラント班からの質問への回答
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【原子力規制庁】
（緊急時対応センター）

情報提供
ERC対応者（発話者）

【機構対策本部（敦賀）】
（即応センター）

統合原子力防災ＮＷシステムによる情報共有
・TV会議システム ・IP-電話・IP-FAX ・書画装置など

指示

指示

情報

発話情報整理担当

情報

ERC対応ブース

ERCプラント班

情報提供フロー（⑥即応センターERC対応ブース内の情報共有）

統括者

ERC対応ブースの
全体統括

4．ERCへの情報提供

3.発話内容の整理

実施内容 ERC対応ブースの全体統括 1.情報の入手 ２.情報の整理 ３.発話内容の整理 ４．ERCへの情報提供

実施者

機構対策本部（敦賀） 機構対策本部（敦賀） 機構対策本部（敦賀） 機構対策本部（敦賀） 機構対策本部（敦賀）

ERC対応ブース
統括者

ERC対応ブース
情報集約担当

ERC対応ブース
情報集約担当（情報の整理）

ERC対応ブース
情報集約担当

ERC対応ブース
ERC対応者

時 期 適宜 常時 情報を入手後、速やかに 情報を入手後、速やかに 情報を入手後、速やかに

方 法 ―

・機構TV会議
・ホットライン
・ＦＡＸ
・共有フォルダ

手渡し 手渡し ・統合防災NWシステム
・TV会議システム
・書画装置等

主な資料 ―

・通報様式
・発生事象状況確認シート
・事象進展対策シート
・「もんじゅ」プラントデータ
・「もんじゅ」概略系統図
・放射線管理データ

・通報様式
・発生事象状況確認シート
・事象進展対策シート
・「もんじゅ」プラントデータ
・「もんじゅ」概略系統図
・放射線管理データ

・通報様式
・発生事象状況確認シート
・事象進展対策シート
・「もんじゅ」プラントデータ
・「もんじゅ」概略系統図
・放射線管理データ

・通報様式
・発生事象状況確認シート
・事象進展対策シート
・「もんじゅ」プラントデータ
・「もんじゅ」概略系統図
・放射線管理データ

備 考
発話すべき情報の指示、入
手すべき情報の指示を行う

情報は口頭（声に出して）で
も伝達する

情報を「発生事象」か「補足
情報」に整理し纏める

発話者がERCへ提供する情
報の整理を実施する

ホットライン及びTV会議
情報収集担当

・機構TV会議情報入手（ﾍｯﾄﾞﾎﾝ）
・ﾎｯﾄﾗｲﾝ情報の整理
・説明用視覚情報準備

1.情報の入手
・機構TV会議発話内容
・ﾎｯﾄﾗｲﾝ情報提供
・FAX
・共有フォルダ等による
情報

情報整理担当

・発生事象（EAL事象）
・補足情報（環境モニタデータ等）

2.情報の整理

情報
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【原子力規制庁】
（緊急時対応センター）

原子力機構内の情報共有
・機構TV会議

情報提供

【機構対策本部（敦賀）】
（即応センター）

統合原子力防災ＮＷシステムによる情報共有
・TV会議システム

ERC対応ブース

【各作業班】

作業班長

ERCプラント班 【現地対策本部】
（緊急対策室）

情報提供フロー（⑦ブリーフィングの実施）

補足情報の提供

１．ブリーフィングの実施連絡 ２．ブリーフィングの実施

ERC対応ブース内の情報共有は、
情報フロー⑥に準じるC

実施内容 １．ブリーフィングの実施連絡 ２．ブリーフィングの実施 （補足情報の提供） ３．ブリーフィング内容の提供

実施者

現地対策本部 現地対策本部 現地対策本部 機構対策本部（敦賀）

副原子力防災管理者
（本部長代行者・情報班長）

副原子力防災管理者
（本部長代行者・情報班長）

各作業班班長
（運転班、補修班、消防班、放管班）

ERC対応ブース
ERC対応者

時 期
情報がある程度まとまったタイミン
グ

情報がある程度まとまったタイミン
グ

必要の都度 情報入手後、速やかに

方 法 ・機構TV会議による発話
・機構TV会議による発話
・もんじゅ書画装置による視覚情報

・機構TV会議による発話
・もんじゅ書画装置による視覚情報

・統合防災NWシステム
・TV会議システム
・書画装置等

主な資料 －
・事象進展対策シート
・発生事象状況確認シート

・事象進展対策シート
・発生事象状況確認シート

・事象進展対策シート
・発生事象状況確認シート

備 考
ブリーフィング開始する旨、事前に
周知を行う

「開始」、「終了」の宣言を行う。
これまでの情報を整理し、事象の
状況、進展、対策について情報共
有を行う

事象進展予測、応急措置等につい
て発話する。

副原子力防災管理者
（本部長代行者・情報班長）

３．ブリーフィング内容の提供

ERC対応者（発話者）
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【原子力規制庁】
（緊急時対応センター）

リエゾン

ERC対応者（発話者）

【機構対策本部（敦賀）】
（即応センター）

クロノロ、
追加資料等
（E-mail ）

情報整理担当
情報

ERC対応ブース

ERCへの説明に対する助言

情報班（ＰＣ担当）

【機構対策本部（敦賀）】
（即応センター）

ERCプラント班

情報提供フロー（⑧リエゾンとの情報共有）

※

3.ERCへの情報提供内容の指示

1．ERC対応ブースへの説明の助言

情報提供
情報の報告

4.発話内容の整理5.ERCへの情報提供

指示

統合原子力防災ＮＷシステムによる情報共有
・TV会議システム ・IP-電話・IP-FAX ・書画装置など

実施
内容

情報の報告
1.ERC対応ブースへの
説明の助言

2.リエゾンからの連絡
窓口

3.ERCへの情報提供内
容の指示

4.発話内容の整理 5.ERCへの情報提供

実施者

機構対策本部（敦賀） ERC 機構対策本部（敦賀） 機構対策本部（敦賀） 機構対策本部（敦賀） 機構対策本部（敦賀）

機器操作補助者 リエゾン
ERC対応ブース
リエゾン窓口

ERC対応ブース
統括者

ERC対応ブース
情報整理担当

ERC対応ブース
ERC対応者

時期 必要の都度 必要の都度 情報入手後、速やかに 情報入手後、速やかに 情報入手後、速やかに 情報入手後、速やかに

方法
Ｅメール
（リエゾン到着までは
Fax)

電話 ― ― ―

・統合防災NWシステム
・TV会議システム
・書画装置等

主な
資料

・時系列
・共有した視覚情報

－ ― ― ― ―

備考
ERCで求めれている情
報を提供するよう促す

リエゾンからの情報を
統括者に報告する

新たに情報を入手する
場合は、情報提供フ
ロー（⑤）に準じて拠点
への確認指示を実施

連絡

2.リエゾンからの連絡窓口

リエゾン窓口

・リエゾン連絡対応

9

※リエゾン到着までは、ERCプラント班へFax

総括者追加資料等
（E-mail ）

機器操作補助者
・リエゾンへの

情報発信



【原子力規制庁】
（緊急時対応センター）

情報提供

【機構対策本部（敦賀）】
（即応センター）

統合原子力防災ＮＷシステムによる情報共有
・TV会議システム ・IP-電話・IP-FAX ・書画装置など

ERC対応ブース

ERCプラント班
【現地対策本部】

（緊急対策室）

情報提供フロー（⑨COPの流れ）

1．COPの情報作成

３．ERCへの情報提供
ERC対応ブース内の情報共有は、

情報フロー⑥に準じるC
ERC対応者（発話者）

原子力機構内の情報共有ツール
・機構TV会議・共有フォルダ・書画装置

情報班長

２．情報の確認

情報班長代行者

実施内容 １．COPの情報作成 ２．情報の確認 ３．ERCへの情報提供

実施者

現地対策本部 現地対策本部 機構対策本部（敦賀）

情報班長代行者 情報班長
ERC対応ブース
ERC対応者

時 期 情報を入手後、速やかに 情報を入手後、速やかに 情報を入手後、速やかに

方 法

・機構TV会議
・書画装置
（視覚情報の共有）
・共有フォルダ

・機構TV会議
・書画装置
（視覚情報の共有）
・共有フォルダ

統合防災NW
・TV会議
・書画装置
・IP-電話、IP-FAX

主な資料

・発生事象状況確認シート
・事象進展対策シート
・プラントデータ
・概略系統図
・放管データ

・発生事象状況確認シート
・事象進展対策シート
・プラントデータ
・概略系統図
・放管データ

・発生事象状況確認シート
・事象進展対策シート
・プラントデータ
・概略系統図
・放管データ

備 考
情報の了承を行う
疑義があれば再確認を促す



【機構対策本部（敦賀）】
（即応センター）

情報提供フロー（⑩機構対策本部長不在時）

実施内容 １．情報収集 ２．報告 ３．指示 ４．指示の伝達

実施者

機構対策本部（敦賀） 機構対策本部（敦賀） 機構対策本部（敦賀） 機構対策本部（敦賀）

代行者 代行者 機構対策本部長 代行者

時 期 常時 情報を入手後、速やかに 適宜 速やかに

方 法

・機構TV会議
・書画装置
・内線電話等

・携帯電話
・衛星携帯電話

・携帯電話
・衛星携帯電話

・機構TV会議
・内線電話等

主な資料

備 考

機構対策本部長 代行者

【現地対策本部】
（緊急対策室）

・機構TV会議
・書画装置
・内線電話 等

・携帯電話

・衛星携帯電話 各班長、他

1．情報収集

４．指示の伝達

２．報告

３．指示



 

 

原子力事業者防災訓練の継続的改善スケジュール（ＰＤＣＡ） 

 

令和 2年 12月 23日 

日本原子力研究開発機構 

高速増殖原型炉もんじゅ 

１．中期計画のＰＤＣＡの回し方＜概要＞ 

中期計画は、機構本部が作成した「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力防災訓練中期計画の作成

方針」に基づき、前中期計画で抽出された課題、前年度の訓練実績(他拠点の実績含む)を踏まえた訓練目標を設

定し、3年間（R元～R3年度）で段階的に難易度が高まるよう年度毎の訓練想定等を作成している。 

中期計画の有効性については、以下のとおり、年度（訓練実施）毎の PDCAと中期計画ごとの PDCAを回すこと

により継続的に確認する。 

 各年度の訓練後には、達成度評価を行い、新たな課題・改善点を抽出して原因と対策を検討・策定し、次回

の総合防災訓練・要素訓練で改善状況を確認する。 

 最終年度の訓練では、それまでの改善状況を再確認するとともに、中期計画で設定した全目標に対する達

成度を評価し、次期中期計画へ反映する。 

 中期計画及び訓練報告書の内容については、高速増殖原型炉もんじゅ所長の確認を受ける。 
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中期計画の作成方針 

次期中期計画の作成方針 
機構本部次期中期計画 

他拠点訓練 
結果から反映 

他拠点訓練
へ反映 

要素訓練 



２．令和２年度の具体的なスケジュール 

  実施事項 時期 備考 

CHECK 訓練報告 〇令和元年度防災訓練報告書 令和 2年 7月 10日 原子力規制庁報告 

ACTION 改善実施 〇改善方法の具体化 令和 2年 5月 14日 

令和 2年 7月 10日 

もんじゅ 

原子力規制庁報告 

〇中期計画の改訂 

（2019～2021の中期計画を改

訂※１） 

令和 2年 11月 16日 ※１ 令和 2年度の訓練に向けた見

直し 

○前年度防災訓練の課題対応 令和 2年 2月～令和 3

年 2月 9日 

 

【もんじゅ】 

・課題チェックシートの作成 

・「事象進展対策シート」の見直し 

・ホットラインのサポート体制及び

仕組み整備 

・情報班活動チェックシート作成 

・通報文チェックシートの修正 

・重要情報の発話が重なった際の対

応のルール化 

 

上記の改善に係る現地対策本部要

員に対して、課題と改善内容を教育

し、実際に模擬で作成する訓練を実

施予定（最終的な有効性の評価は総

合防災訓練にて実施） 

令和元年 2月～令和 3

年 1月末 

・非常時に関する教育にて防災訓練

時における課題等を説明 

・他の訓練でも前年度の改善事項の

教育を実施 

PLAN 訓練計画 〇令和 2年度総合防災訓練計

画策定  

令和 2年 12月 17日 もんじゅ内での案作成 

DO 訓練実施 〇令和 2年度防災訓練実施 

〇個別訓練 

 ・要員参集訓練 

・重度の汚染を想定した総

合訓練 

 ・遠隔操作資機材受入訓練 

令和 3年 2月 9日 

 

令和 2年 12月 15日 

～令和 3年 2月末 

 

～令和 3年 2月末 

 

CHECK 訓練評価 〇防災訓練評価 

 ・社内自己評価 

 ・対策の有効性評価 

 ・パンチリスト対応 

 ・課題の抽出、原因分析、

対策検討 

 ・対策の方針決定 

令和 3 年 2 月～3 月に

実施予定 

 

〇令和 2年度防災訓練報告書 令和 3年 3月末予定  

ACTION 改善実施 〇改善対策の具体化 随時実施 必要に応じて下記を実施 

・課題チェックシートの作成等 

・中期訓練計画の見直し 



・他事業者の防災訓練視察(必須) 

〇中期計画見直し検討開始 令和 3年上期予定 機構大の見直しを踏まえ検討 

〇事業者防災業務計画見直し 

 

令和 2年 12月～令和

3年 12月 

訓練内容、平時の情報公開、EALの

見直し等予定 

PLAN 訓練計画 ○令和 3年度総合防災訓練計

画策定  

訓練時期に合わせて計

画 

 

DO 訓練実施 〇令和 3年度訓練実施 別途調整  
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日本原子力研究開発機構 

敦賀廃止措置実証本部 

安全・品質保証室 

 

令和 2年 12月 23日 

 

原子力事業者防災訓練の継続的改善スケジュール（ＰＤＣＡ） 

敦賀廃止措置実証本部【機構対策本部（敦賀）】 

 

令和 2 年度の具体的なスケジュール 

PDCA 実施事項 時期 備考 

CHECK 訓練報告 〇R1年度訓練報告書（ふげん・もんじゅ） 

 

～7/15  

ACTION 改善実施 〇改善対策の具体化 

① マニュアルの改訂 

・総合防災訓練時の統合原子力防災ネットワー

ク対応マニュアル改訂（説明時の注意事項の

追加、リエゾンへの資料送付の明確化） 

 

〇中期計画 

・敦賀対策本部中期計画の単年度評価、見直し 

 

 

〇教育、訓練 

・防災業務計画に基づく教育 

 

 

〇他事業者訓練等の視察 

・電力事業者訓練の視察 

 

 

 

～10/7 

 

 

 

 

～9/29、 

 12/18 

 

 

～2月 

 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

随時実施 

PLAN 訓練計画 〇R2年度訓練計画策定（ふげん・もんじゅ） 

 

訓練毎  

DO 訓練実施 〇R2年度訓練実施 

・ふげん 

・もんじゅ 

〇個別訓練（敦賀地区） 

・支援拠点支援組織の実働訓練 

・若狭地域支援連携本部 

 

 

10/13 

2/9 

 

～2月 

10/16 
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CHECK 訓練評価 〇訓練評価 

・社内自己評価 

・対策の有効性評価 

・パンチリスト対応 

・課題の抽出、原因分析、対策検討 

・対策の方針決定 

 

訓練毎 

 

 

 

 

 

 

ACTION 改善実施 〇改善対策の具体化 

〇中期計画の単年度評価、見直し 

〇教育、訓練の実施 

 

 

 

 

 

 

 



もんじゅ総合防災訓練における新型コロナ感染症対策 

 

1． もんじゅ 

日常的に実施している主な対応状況 

① 職員に対して 

・日々の体温確認及び体調確認(家族等の状況含む)の実施 

・県外への往来実績の確認 

・バス、公用車での座席確認 

② 外来者(協力会社員、来客者等) 

・入構時の検温、体調確認 

・県外への往来実績の確認、直近 2週間の体調確認 

・県外作業員に対する PCR検査の実施 

③ 構内(事務棟)等の状況 

・アルコール消毒液の設置 

・マスクの着用徹底 

・衝立の設置(会議参加者間) 

・会議室の密の防止(参加者の制限、席の間隔(1席分)) 

・当直及び警備員と職員の席、更衣室の分離等 

・部屋の換気(窓の開放) 

（2）訓練時における主な追加対応 

① 体制の見直し 

緊急対策室内の「密」を避けるため、現地対策本部要員等の一部を他会議室

へ配置し、必要なときのみ緊急対策室に出入りすることとする。 

また、本部要員の席を可能な限り離す。 

・本部員の一部（班長、班長代理以外）・・・ 第 1会議室へ 

・通報連絡渉外班（班長を除く 1２名）・・・第５会議室へ 

・報告書作成Ｑ＆Ａプレス対応班（班長を除く 7名）・・・第６会議室へ 

② 避難訓練時の集合、待機の見直し 

避難時の「密」を避けるため、避難者の集合場所を食堂とし、全員の点呼確

認後、各居室にて待機とする。 

③ 換気の徹底 

・緊急対策室の入口扉を開放する。 

（ただし、訓練想定（本部長判断）により入口扉を開放できないときは、既

設の換気装置の使用にとどめる。） 

・食堂の入口扉を開放し、外気との換気を行う。(窓は開放不可) 

④ マスク着用及び消毒、体調確認の徹底（確認者の配備等） 

・訓練参加者は、全員マスク着用を徹底する。 

・緊急対策室及び食堂の入口に消毒液を設置、出入りの都度手指の消毒を実施



する。 

・各室への入室前に検温状況、体調確認を実施。 

⑤ 会議室間の情報共有 

・緊対室と第 1会議室のホットライン設置（FMC携帯電話による電話回議シ

ステム） 

・webカメラの設置（2台） 

①第 1会議室での緊対室のやりとり状況の確認用 

②時系列ホワイトボード確認用 

・第 1会議室内に衝立の設置 

 

２．敦賀廃止措置実証本部 

（1） 日常的に実施している主な対応状況 

① 職員に対して 

・日々の体温確認及び体調確認(家族等の状況含む)の実施 

・県外への往来実績の確認 

② 外来者(協力会社員、来客者等) 

・入構時の検温、体調確認 

・県外への往来実績の確認、直近 2週間の体調確認 

③ 構内(事務棟)等の状況 

・アルコール消毒液の設置 

・マスクの着用徹底 

・衝立の設置(各座席、会議参加者間) 

・会議室の密の防止(参加者の制限、席の間隔(1席分)) 

・部屋の換気(窓の開放) 

（2）訓練時における主な追加対応 

① 体制の見直し 

緊急対策所内の「密」を避けるため、体制を縮小するとともに、要員間に衝

立を設置する。 

② マスク着用及び消毒、体調確認の徹底（確認者の配備等） 

・訓練参加者は、全員マスク又はフェイスシールド着用を徹底する。 

 

 

 

以 上 



機構ＴＶ会議における発話の基本

報告内容 基本項目

基本報告内容 時刻＊１、報告内容＋（可能な限り）今後の見通し＊２

＊１：「事象発生時刻」と「EAL判断時刻」、「準備開始時刻」と「作業開始時刻」の区別を意識する
＊２：事象の進展予測、事象の発生による戦略への影響等

→報告内容に対し「だからどう（する）なる、今後どう（する）なる」の発話を心掛ける

基本方針
（発話者）

◎ERC対応
ブース
確認事項

○重要情報は割り込んでも発言する
情報の重要度（人命、社会的影響のある事象を優先）
Ａ；人的災害に係る情報（負傷、汚染等）、Ｂ；特定事象の発生、進展、対策に係る情報、
Ｃ；一般災害に係る情報、 Ｄ；その他（ＦＡＸ受信確認等）

発話の優先度（現場を優先）
Ａ；現地対策本部、Ｂ；敦賀対策本部、Ｃ；機構対策本部、Ｄ；その他（支援本部等）

○割り込む際や真に重要な報告は、発話の冒頭に「緊急、緊急」と注目させる（10条、15条発生、線量上昇等）
○重要情報は、繰り返しの発言により、事象の重要性を伝達する
○可能な範囲で今後の見通しや二の矢の準備状況を考慮する
○簡潔で的を得た発話を心掛ける
〇事象の説明では、災害対策資料を積極的に活用する
◎質問に対し回答に時間を要する場合、回答期限の確認を行う
◎原災法第10条事象、15条事象発生時には、「発生事象」、「EALを事業者が判断した時刻」、「事象進展の予測、
事故収束対応」の発話を心掛ける

◎別紙「統合原子力防災ネットワークのＴＶ会議における発話ポイント」を意識した情報提供を実施する

基本方針
（受取者）

○指示・報告に対する復唱を行う
○報告内容が聞き取れない場合は、内容の再確認をする



統合原子力防災ネットワークのＴＶ会議における発話ポイント（即応センターERC対応者）

報告内容 発話例

①事故・施設の現状

発話例

●発生事象、現在のプラントの状況、線量の状況等の現況に係る速やかな情報共有
（情報例）事象発生前の状況、発生した事象（事故）の概要、現状設備の稼働状況

（運転中、待機中、使用不可等の別） 等

・外部電源は喪失中、非常用発電設備は遮断器故障により起動不可。
・バックアップ手段の可搬式発電機は、現在設備の健全性を確認中。準備から約15分で起動可能。

②事故の進展予測
と収束対応戦略

発話例

●発生事象により何が懸念され、今後何時間でどのような状態に至るのかといった事故の進展予測についての情報共有
（情報例）原子炉水位の低下予測、環境に対する影響の予測、発出が想定されるEAL の内容（予想時間） 等
●進展予測を踏まえ、事故収束に向けどのような対応策を講じることとし、各対応策の優先順位、完了の時間的見通しと
いった収束対応戦略に係る情報共有
（情報例）戦略の内容、戦略の優先順位（二の矢・三の矢、戦略に用いる対象設備と準備着手・完了予定時刻等）等

・現在、炉心冷却機能が喪失しており、炉心損傷予測時間は**:**、EAL**になると見込まれる。
・ＨＡＷ廃液貯槽の温度上昇により希ガスが発生し、施設外へ影響を及ぼす可能性があるが、収束対応戦略に影響なし。
・A系の余熱除去ポンプは故障で起動不能（原因調査中）。可搬式ポンプによる代替注水作業の準備を行い、あと**分程
度で炉心冷却を再開予定。

③戦略の進捗状況

発話例

●事故収束に向けた対応戦略の進捗状況に係る情報共有
（情報例）各戦略の進捗状況、対象設備の状況（準備着手時刻の実績、所要時間、完了（予定）時刻） 等

・建屋亀裂箇所へのシート養生の実施に向けて、資機材の準備を**:**に開始。
・臨界収束措置としてGd溶液を貯槽へ移送する作業を実施中。○○分後（**:**頃）に完了予定。

原子力災害発生時において、政府は住民避難を行わせる必要があるか否かの判断が求められる。このため、即応センターである機構本部は
ERC プラント班に対して、原子力施設の事故の現状のみならず、事故の進展予測、収束対応戦略、その進捗状況といった情報を迅速かつ正確
に提供することに努める。
〇下記情報を、ＣＯＰ等を用い視覚的に分かりやすく情報共有すること
〇仮に拠点においてＣＯＰが更新されていない場合でも、手元にあるＣＯＰに手書きで記載すること等により情報共有すること

別紙


